
６月は「外国人労働者問題啓発月間」

※詳しくは、ハローワーク（公共職業安定所）、都道府県労働局にお問い合わせください。

PS050601外01

誰もが活躍できる職場づくりを進めよう

～外国人雇用はルールを守って適正に～

外国人を雇用している事業主の皆さん

守るべき雇用ルールを、いま一度チェックしてみましょう

国籍で差別しない公平な採用選考を行っていますか？

労働法令を守り、労働・社会保険に入っていますか？

日本語教育や生活上・職務上の相談に配慮していますか？

安易な解雇はしていませんか？

外国人の雇入れ・離職時に、ハローワークへ

外国人雇用状況届出を出していますか？

✓

「外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針」より

✓

✓

✓

✓



PL050601外01

外国人が在留資格の範囲内で能力を十分に発揮しながら適正に就労できるよう、
事業主の方が守らなければならないルールや配慮していただきたい事項があり
ます。内容をご理解の上、適正な外国人雇用をお願いします。

厚生労働省 都道府県労働局 ハローワーク

事業主が遵守すべき法令や、努めるべき雇用管理の内容などを盛り込んだ「外国人労働者の
雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針」が、労働施策の総合的な推進
並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律に基づき定められています。

この指針に沿って、職場環境の改善や再就職の支援に取り組んでください。

外国人の雇入れと離職の際には、その氏名、在留資格などをハローワークに届け出てくださ
い。届出に当たり、雇い入れる外国人の在留資格などを確認することで、不法就労の防止にも
つながります。

また、ハローワークでは、届出を基に、雇用管理の改善に向けた事業主の方への助言や指導、
離職した外国人への再就職支援を行います。

以 下 の ２ 点 は 、 事 業 主 の 責 務 で す ！

外国人労働者の雇用管理改善等に係る自主点検表・・・・・・・・ P.15

在留資格一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.16

外国人の雇用に関する参考情報・・・・・・・・・・・・・・・・ P.17

外国人の雇用に関するＱ＆Ａ・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.18

外国人雇用管理アドバイザーのご案内・・・・・・・・・・・・・ P.18

関係機関のお問い合わせ先・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.19

外国人雇用サービスセンター・留学生コーナー一覧・・・・・・・ P.20

その他（ご参照ください）

１

２

雇入れ・離職時の届出

令和５年６月版

外国人を雇用する事業主の皆さまへ

外国人雇用は

ルールを守って適正に

適切な雇用管理

P.2～

P.10～



労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律に

基づき、外国人を雇用する事業主には、外国人労働者の雇入れや離職の際に、その氏名、在

留資格などについて、ハローワークへ届け出ることが義務づけられています。ハローワーク

では、届出を基に、雇用管理の改善に向けた事業主の方への助言や指導、離職した外国人へ

の再就職支援を行います。

事業主の外国人雇用状況の届出義務

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律(昭和四
十一年法律第百三十二号) 抜粋

（外国人雇用状況の届出等）
第二十八条（抄）

事業主は、新たに外国人を雇い入れた場合又はその雇用する外国人が離職した場合には、厚生労働省令
で定めるところにより、その者の氏名、在留資格、在留期間その他厚生労働省令で定める事項について確
認し、当該事項を厚生労働大臣に届け出なければならない。

外国人労働者の雇入れ・離職の際には
その氏名、在留資格などについて
ハローワークへの届出が必要です

■ 届出の対象となる外国人の範囲

日本の国籍をもたない方で、在留資格「外交」、「公用」以外の方が届出の対象となります。

※ 「特別永住者」（在日韓国・朝鮮人等）の方は、特別の法的地位が与えられており、日本におけ
る活動に制限がありません。このため、特別永住者の方は、外国人雇用状況の届出制度の対象外
とされていますので、確認・届出の必要はありません。

■ 届 出 事 項 の 確 認 ・ 記 載 方 法 に つ い て

外国人雇用状況の届出に際しては、外国人労働者の在留カード、旅券（パスポート）また
は指定書などの提示を求め、届け出る事項を確認してください。→ P.３をご確認ください

■ 届 出 の 方 法 に つ い て

外国人雇用状況の届出方法については、届出の対象となる外国人が雇用保険の被保険者と
なるか否かによって、使用する様式や届出先となるハローワーク、届出の提出期限が異な
ります。
① 雇用保険の被保険者となる外国人について届け出る場合

→ P.５～P.６をご確認ください
② 雇用保険の被保険者とならない外国人について届け出る場合

→ P.７をご確認ください

１
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① 氏 名
日常生活で使用している通称名ではなく、必ず本名を記入してください。在留カード
の①「氏名」欄には、原則として、旅券（パスポート）の身分事項頁の氏名が記載さ
れています。

② 在 留 資 格

在留カードの②「在留資格」または旅券（パスポート）上の上陸許可証印※1に記載され
たとおりの内容を記入してください。
在留資格が「特定技能」の場合には分野を、また「特定活動」の場合には活動類型を、通
常、旅券に添付されている指定書※2で、それぞれ確認し、以下のいずれかを記入してく
ださい。

③ 在 留 期 間
在留カードの③「在留期間」欄に記載された日付または旅券（パスポート）上の上陸
許可証印※1に記載されたとおりの内容を記入してください。

④
⑤
⑥

生年月日
性別
国籍・地域

在留カードまたは旅券（パスポート）上の該当箇所を転記してください。

⑦
資格外活動
許可の有無

資格外活動許可を受けて就労する外国人の場合は、在留カード裏面の⑦「資格外活動許可
欄」や資格外活動許可書※3または旅券（パスポート）上の資格外活動許可証印※4等で資
格外活動許可の有無、許可の期限、許可されている活動の内容をご確認ください。

⑧
在留カード
番号

令和２年３月１日以降に、雇入れ、離職をした外国人においては、在留カードの⑧「在留
カード番号」の記載が必要となります。在留カードの右上に記載されている12桁（英字
２桁ｰ数字８桁ｰ英字２桁）の番号を記入してください。

特定活動（ワーキングホリデー）
特定活動（EPA）
特定活動（高度学術研究活動）
特定活動（高度専門・技術活動）
特定活動（高度経営・管理活動）
特定活動（高度人材の就労配偶者）
特定活動（建設分野）令和５年３月31日で終了

特定活動（造船分野）令和５年３月31日で終了

特定活動（外国人調理師）

特定活動（ハラール牛肉生産）
特定活動（製造分野）
特定活動（家事支援）
特定活動（就職活動）
特定活動（農業）
特定活動（日系４世）
特定活動（本邦大学卒業者）
特定活動（就労可）
特定活動（その他）

特定技能１号（介護）
特定技能１号（ビルクリーニング）
特定技能１号（素形材・産業機械・電気電子

情報関連製造業）※ａ

特定技能１号（素形材産業）※ｂ

特定技能１号（産業機械製造業）※ｂ

特定技能１号（電気・電子情報関連産業）※ｂ

特定技能１号（建設）
特定技能１号（造船・舶用工業）
特定技能１号（自動車整備）

特定技能１号（航空）
特定技能１号（宿泊）
特定技能１号（農業）
特定技能１号（漁業）
特定技能１号（飲食料品製造業）
特定技能１号（外食業）
特定技能２号（建設）
特定技能２号（造船・舶用工業）

外国人雇用状況の届出に際しては、外国人労働者の在留カードまたは旅券（パスポート）
などの提示を求め、届け出る事項を確認してください。

なお、「留学」や「家族滞在」などの在留資格の外国人が資格外活動許可を受けて就労す
る場合は、在留カード、旅券（パスポート）または資格外活動許可書などにより、資格外活
動許可を受けていることを確認してください。在留カード等のコピーをハローワークに提出
する必要はありません。

また、「特別永住者」（在日韓国・朝鮮人等）の方は、外国人雇用状況の届出制度の対象
外とされておりますので確認・届出の必要はありません。

届 出 事 項 の 記 載 方 法

■ 届 出 事 項 の 確 認 ・ 記 載 方 法 に つ い て

※ａ 特定技能１号（製造業）としても可。
※ｂ 在留資格「特定技能１号（素形材産業）」「特定技能１号（産業機械製造業）」

「特定技能１号（電気・電子情報関連産業）」のまま離職の届出を行う場合のみ。
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在留カードは、中長期在留者※５に対し、上陸許可や在留資格の変更、在留期間の更新な

どの在留に関する許可に伴って交付されるものです。

出入国在留管理庁ウェブサイト上で、在留カード等
番号が失効していないか確認することができます。

また、在留カード等の情報が偽造・改ざんされたも
のでないかどうかを確認することができるアプリも
無料配布されています。

偽変造が疑われる在留カード等を発見した場合には、
最寄りの地方出入国在留管理局にお問い合わせくだ
さい。

在留カード等
番号失効情報照会

https://lapse-immi.moj.go.jp/

※５ 中長期在留者とは、以下のいずれにもあてはまらない人です。

①「３月」以下の在留期間が決定された人 ②「短期滞在」の在留資格が決定された人
③「外交」または「公用」の在留資格が決定された人等 ④特別永住者 ⑤在留資格を有しない人

在留カード例（裏面）

※2  指定書※1 上陸許可証印 ※4 資格外活動許可証印

確 認 の た め の 書 類 （ 見 本 ）

在留カード例（表面）

７

※3  資格外活動許可書

在留カード等
読取アプリケーション

http://www.moj.go.jp/isa/policies/
policies/rcc-support.html

日米地位協定に基づき在留する外国人を雇用した場合の外国人雇用状況の届出の記載方法

については、ハローワークにご相談ください。

その他、外国人雇用状況の届出に当たり、確認方法や記載方法についてご不明な点があり

ましたら、ハローワークまでお問い合わせください。

⑧ 令和２年３月１日以降に、雇入れ、離職をした外国人についての外国人雇用状況の届出においては、在留カード番号の記載が必要です。

留 意 事 項 に つ い て

「 在 留 カ ー ド 」 に つ い て

4

①

②

⑦

③

④ ⑤ ⑥

⑧

⑦

②

③

https://lapse-immi.moj.go.jp/
http://www.moj.go.jp/isa/policies/policies/rcc-support.html
http://www.moj.go.jp/isa/policies/policies/rcc-support.html


｢17.被保険者氏名（ローマ字）｣欄

届出される外国人の方の氏名を、在留カードどおりに記入して
ください。

「23.在留資格」欄

在留カードの「在留資格」または旅券(パスポート）上の上陸許可
証印に記載されたとおりの内容を記入してください。
在留資格が「特定技能」または「特定活動」の場合には、以下
のいずれかを記入してください。

届出内容に変更があった場合は、外国人雇用状況届出担当窓口にご相談ください。
例：事業所の移転､統合､廃止/被保険者の転勤/在留資格の変更など

「備考」欄

「外国人雇用状況届出書（様式第３号）」によって届出済みの
場合、または在留資格変更申請中の場合に記入してください。
（例：様式第３号によって届出済、在留資格変更申請中 など）

届出事項
（Ｐ.３～４参照）

①氏名 ②在留資格※ ③在留期間 ④生年月日 ⑤性別 ⑥国籍・地域 ⑦資格
外活動許可の有無 ⑧在留カード番号 ⑨雇入れに係る事業所の名称および所在地
など、取得届に記載が必要な事項
※在留資格「特定技能」の場合は分野、「特定活動」の場合は活動類型を含む（以下同じ）

届出方法

「17」～「23」欄に「国籍・地域」や「在留資格」などを記入してハローワーク
に提出することによって、外国人雇用状況の雇入れの届出を行ったことになります。
ただし、以下の場合は記入不要です。
・外国人雇用状況届出の対象外の方（特別永住者、在留資格「外交」・「公用」の方）

届 出 先

雇用保険の適用を受けている事業所を管轄するハローワーク（公共職業安定所）に
届け出てください。（雇用保険被保険者資格取得届を届け出るハローワークと同様で
す）

雇用保険被保険者資格取得届を電子申請により届け出ることもできます。

届出期限 雇用保険被保険者資格取得届の提出期限と同様です。

雇 用 保 険 の 被 保 険 者 と な る 外 国 人 の 場 合 （ 雇 入 れ 時 ）

17～2３欄

雇用保険の被保険者となる外国人の場合「e-Gov」電子申請からの届出も可能です。
その場合、届出用紙による届出は不要です。

電 子 申 請 に つ い て （ 雇 入 れ 時 ・ 離 職 時 ）

■ 届出の方法について ①-１＜雇用保険被保険者資格取得届（様式第２号）＞

＜「雇用保険被保険者資格取得届」の様式（様式第２号）＞

5
https://www.e-gov.go.jp

23

備考

17 特定技能１号（介護）
特定技能１号（ビルクリーニング）
特定技能１号（素形材・産業機械・電気電子

情報関連製造業）※ａ
特定技能１号（建設）
特定技能１号（造船・舶用工業）
特定技能１号（自動車整備）
特定技能１号（航空）
特定技能１号（宿泊）
特定技能１号（農業）
特定技能１号（漁業）
特定技能１号（飲食料品製造業）
特定技能１号（外食業）
特定技能２号（建設）
特定技能２号（造船・舶用工業）

※ａ 特定技能１号（製造業）としても可。

特定活動（EPA）
特定活動（高度学術研究活動）
特定活動（高度専門・技術活動）
特定活動（高度経営・管理活動）
特定活動（高度人材の就労配偶者）
特定活動（外国人調理師）
特定活動（ハラール牛肉生産）
特定活動（製造分野）
特定活動（家事支援）
特定活動（就職活動）
特定活動（農業）
特定活動（日系４世）
特定活動（本邦大学卒業者）
特定活動（就労可）
特定活動（その他）

https://www.e-gov.go.jp/


届出事項
（Ｐ.３～４参照）

①氏名 ②在留資格 ③在留期間 ④生年月日 ⑤性別 ⑥国籍・地域 ⑦在留
カード番号 ⑧離職に係る事業所の名称および所在地など、喪失届に記載が必要な
事項

届出方法

表面の「住所（被保険者の住所又は居所）」欄の他、裏面の「14」～「19」欄に
「国籍・地域」や「在留資格」などを記入してハローワークに提出することで、外
国人雇用状況の離職の届出を行ったことになります。
ただし、以下の場合は記入不要です。
・外国人雇用状況届出の対象外の方（特別永住者、在留資格「外交」・「公用」の方）

届 出 先

雇用保険の適用を受けている事業所を管轄するハローワーク（公共職業安定所）に
届け出てください。（雇用保険被保険者資格喪失届を届け出るハローワークと同様で
す）

雇用保険被保険者資格喪失届を電子申請により届け出ることもできます。

届出期限 雇用保険被保険者資格喪失届の提出期限と同様です。

「備考」欄
すでに「外国人雇用状況届出
書（様式第３号）」によって
届出済みの場合や、在留資格
変更申請中の場合に記入して
ください。

「19.在留資格」欄

在留カードの「在留資格」または旅券(パスポー
ト）上の上陸許可証印に記載されたとおりの内容
を記入してください。
在留資格が「特定技能」または「特定活動」の場
合には、以下のいずれかを記入してください。

｢14.被保険者氏名（ローマ
字）｣欄
届出される外国人の方の氏名
を、在留カードどおりに記入
してください。

特定活動（EPA）
特定活動（高度学術研究活動）
特定活動（高度専門・技術活動）
特定活動（高度経営・管理活動）
特定活動（高度人材の就労配偶者）
特定活動（建設分野）令和５年３月31日で終了
特定活動（造船分野）令和５年３月31日で終了
特定活動（外国人調理師）
特定活動（ハラール牛肉生産）
特定活動（製造分野）
特定活動（家事支援）
特定活動（就職活動）
特定活動（農業）
特定活動（日系４世）
特定活動（本邦大学卒業者）
特定活動（就労可）
特定活動（その他）

例：様式第３号によって届出済
在留資格変更申請中 など

裏 面

14～19欄

住所欄

表 面

※ａ 特定技能１号（製造業）としても可。
※ｂ 在留資格「特定技能１号（素形材産業）」「特定技能１号（産業機械

製造業）」「特定技能１号（電気・電子情報関連産業）」のまま離職の
届出を行う場合のみ。

＜「雇用保険被保険者資格喪失届」の様式（様式第４号）＞

6

■ 届出の方法について ①-2＜雇用保険被保険者資格喪失届（様式第４号）＞

雇 用 保 険 の 被 保 険 者 と な る 外 国 人 の 場 合 （ 離 職 時 ）

14

19

特定技能１号（介護）
特定技能１号（ビルクリーニング）
特定技能１号（素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業）※ａ

特定技能１号（素形材産業）※ｂ

特定技能１号（産業機械製造業）※ｂ

特定技能１号（電気・電子情報関連産業）※ｂ

特定技能１号（建設）
特定技能１号（造船・舶用工業）
特定技能１号（自動車整備）
特定技能１号（航空）
特定技能１号（宿泊）
特定技能１号（農業）
特定技能１号（漁業）
特定技能１号（飲食料品製造業）
特定技能１号（外食業）
特定技能２号（建設）
特定技能２号（造船・舶用工業）

備考



届出事項
（Ｐ.３～４参照）

①氏名 ②在留資格 ③在留期間 ④生年月日 ⑤性別 ⑥国籍・地域 ⑦資格外
活動許可の有無 ⑧在留カード番号 ⑨雇入れまたは離職年月日 ⑩雇入れまたは
離職に係る事業所の名称、所在地等
※⑦については雇入れ時のみの届出事項です。

届出方法

外国人雇用状況届出書（様式第３号）に、上記①～⑩の届出事項を記載して届け出
てください。届出様式はハローワークの窓口で配布しているほか、厚生労働省ウェ
ブサイトからダウンロードすることもできます。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokuji
n/todokede/index.html

届 出 先
当該外国人が勤務する事業所施設（支店、店舗、工場など）の住所を管轄するハ
ローワーク（公共職業安定所）に届け出てください。
電子届出により届け出ることもできます（Ｐ.８～９）。

届出期限 雇入れ、離職の場合ともに翌月の末日までです。

｢①外国人の氏名（ローマ字）｣欄
届出される外国人の方の氏名を在留カードどおりに記入してください。

「② ①の者の在留資格」欄
在留カードの「在留資格」または旅券(パスポート）上の上陸許可証印
に記載されたとおりの内容を記入してください。
また、在留資格が「特定技能」または「特定活動」の場合には以下の
いずれかを記入してください。

｢⑦ ①の者の資格外活動許可の有無｣欄
在留資格「留学」など資格外活動許可を受けるべき者である場合に記
入してください。

特定技能１号（介護）
特定技能１号（ビルクリーニング）
特定技能１号（素形材・産業機械・

電気電子情報関連製造業）※a

特定技能１号（素形材産業）※ｂ

特定技能１号（産業機械製造業）※ｂ

特定技能１号（電気・電子情報関連産業）※ｂ

特定技能１号（建設）
特定技能１号（造船・舶用工業）
特定技能１号（自動車整備）
特定技能１号（航空）
特定技能１号（宿泊）
特定技能１号（農業）
特定技能１号（漁業）
特定技能１号（飲食料品製造業）
特定技能１号（外食業）
特定技能２号（建設）
特定技能２号（造船・舶用工業）

A ｢雇入れ年月日・離職年月日｣欄
届出期限内に離職した場合は、雇入れ年月日と離職年月日の両方を記
入してください。また、届出期限内に複数回にわたって雇入れ・離職
した場合は、まとめて記入してください。

B ｢雇入れ又は離職に係る事業所｣欄
外国人が就労する事業所（支店、店舗、工場など）を記入してくださ
い。なお、当該事業所が雇用保険適用事業所である場合には、適用事
業所番号を記入してください。

B ｢主たる事務所｣欄
雇入れまたは離職に係る事業所が支店、店舗、工場などである場合に
は、本社や雇用保険適用事業所を記入してください。

C 派遣・請負労働者に係る届出の場合
派遣の場合、 「雇入れ又は離職に係る事業
所」欄には派遣先ではなく派遣元の事業所を
記入し、□に✓を入れてください。
請負業者に雇用される労働者が、注文主の事
業所等で就労する場合、「雇入れ又は離職に
係る事業所」欄には請負業者の事業所を記入
し、□に✓を入れてください。

特定活動（ワーキングホリデー）
特定活動（EPA）
特定活動（高度学術研究活動）
特定活動（高度専門・技術活動）
特定活動（高度経営・管理活動）
特定活動（高度人材の就労配偶者）
特定活動（建設分野）令和５年３月31日で終了

特定活動（造船分野）令和５年３月31日で終了

特定活動（外国人調理師）
特定活動（ハラール牛肉生産）
特定活動（製造分野）
特定活動（家事支援）
特定活動（就職活動）
特定活動（農業）
特定活動（日系４世）
特定活動（本邦大学卒業者）
特定活動（就労可）
特定活動（その他）

※ａ 特定技能１号（製造業）としても可。
※ｂ 在留資格「特定技能１号（素形材産業）」「特定技能１号（産

業機械製造業）」「特定技能１号（電気・電子情報関連産業）」
のまま離職の届出を行う場合のみ。

＜「外国人雇用状況届出書」の様式（様式第３号）＞
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■ 届出の方法について ②＜外国人雇用状況届出書（様式第３号）＞

雇 用 保 険 の 被 保 険 者 と な ら な い 外 国 人 の 場 合 （ 雇 入 れ ・ 離 職 時 ）

A

B C

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/todokede/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/todokede/index.html


■外国人雇用状況届出システム

https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&screenId=001
010

以下のいずれかの方法でアクセスできます。

① インターネットで「外国人雇用状況届出システム」を検索する

② ハローワークインターネットサービス
（https://www.hellowork.mhlw.go.jp/）

→ 「事業主の方」または「事業主の方へのサービスのご案内」

→ 事業主の方へのサービス「外国人雇用状況届出について」

→ 申請等をご利用の方へ「外国人雇用状況届出」

外国人雇用状況届出システムの「操作マニュアル」は、以下のページに掲載しています。
https://www.hellowork.mhlw.go.jp/doc/gaikokujin_manual.pdf

外国人雇用状況届出システム 検索

↓このバナーが目印です

2 4 時 間 、 3 65 日 いつ で も届 出 でき ま す！
毎週日曜日22時～翌日（月曜日）８時の間は、システムメンテナンスのためサービスを停止します。

ハ ロ ー ワ ー ク へ の 来 所 は不 要 です ！

複 数 の 外 国 人 に つ い て まと め て届 出 でき ま す！

届 出 情 報 を イ ン タ ー ネ ット で 確認 ・ 修正 で きま す ！

公共職業安定所長　殿

※１

　　※希望する申請にチェックを付けてください。

① 事業所番号 - -

②
事業所（又は施設）の
名称 ※１

③ ②の所在地

④ ②の電話番号

⑤
法人名称または代表者
氏名(押印不要）

⑥
担当者
　所属・氏名 ※２

⑦ 担当者連絡先

⑧ 担当者ｅメール ＠

※３

※１

※事業所番号が不明な場合は空欄
で提出してください。

⑨

（〒　　－　　　）都道府県名（　　　　　）

　　　　　　　　

電話 FAX

　雇用保険被保険者となる外国人の雇入れ及び離職につきましては、雇用保険資格取得届及び

喪失届による届出となるため、インターネット上の「外国人雇用状況届出システム」への入力

（ここでいう電子届出）は必要ありません。

の名称を冠して記載してください。あわせて⑨欄へのご記入をお願いします。

  外国人の就業場所が複数ある場合、就業先事業所施設毎に申請が必要です。

外国人雇用状況届出に係る電子届出切替・変更申請書

　□　外国人雇用状況届出について、様式第３号の届出用紙による届出から電子届出への切替えを希望します。

　□　外国人雇用状況届出について、電子届出を行うにあたり、メールアドレスの変更を希望します。

　社会保険労務士が行う場合、⑥欄については「社会保険労務士　○○○○」と社会保険労務士

※２

　就業先事業所施設（支店、店舗、工場など）の住所を管轄するハローワーク（公共職業安定所）

に申請書をご提出ください。

提出代行者・事務代理者の表示

社会保険労務士記載欄

氏　名（押印不要）

雇用保険の被保険者とならない外国人の外国人雇用状況届出書（様式第３号）による届出
は、ハローワークインターネットサービスの「外国人雇用状況届出システム」を利用すると
いつでも簡単にできます。
（注）雇用保険の被保険者の外国人の場合はe-Govをご利用ください。

これまでに、外国人雇用状況届出書（様式第３号）、雇用保険
被保険者資格取得届（様式第２号）、雇用保険被保険者資格喪
失届（様式第４号）の届出用紙を使って、一度でもハローワー
クに外国人雇用状況の届出を行ったことのある事業主の方は、
インターネット上からユーザIDとパスワードを取得することは
できません。

インターネットへの届出に変更される場合は、「外国人雇用状
況届出に係る電子届出切替・変更申請書」を提出する必要があ
りますので、お手数ですが、届出を行ったハローワークまでお
問い合わせください。

＜「外国人雇用状況届出に係る電子届出切替・変更申請書」の様式＞

「外国人雇用状況届出に係る電子届出切替・変更申請書」は、厚生労働省
ウェブサイトからダウンロードすることができます。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koy
ou/gaikokujin/todokede/index.html
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外国人雇用状況届出書（ 様 式 第 ３ 号 ）による届出は

インターネットで登録できます

「 外 国 人 雇 用 状 況 届 出 シ ス テ ム 」 ご 利 用 方 法

https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&screenId=001010
https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&screenId=001010
https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&screenId=001010
https://www.hellowork.mhlw.go.jp/
https://www.hellowork.mhlw.go.jp/doc/gaikokujin_manual.pdf
https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?screenId=001010&action=initDisp
https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?screenId=001010&action=initDisp
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/todokede/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/todokede/index.html


■ ロ グ イ ン 情 報 の 管 理

Q ユーザ ID、パスワード、メールアドレスがわからなくなりました。

A 管轄のハローワークまでお問い合わせください。ハローワークで登録状況を確認します。

■ 社 会 保 険 労 務 士 に よ る 届 出

Q 社会保険労務士がインターネットで届出を行う場合の注意点について教えてください。

A 社会保険労務士の方も、事業主の方と同様に、インターネット上からユーザIDとパスワード
を取得できます。登録時の担当者氏名欄に「社会保険労務士 ○○○○」と社会保険労務士
の名称を冠して氏名を記載してください。

■ 登 録 情 報 の 管 理

Q 雇用情報の登録時に同一人物を誤って二重に登録してしまいました。

A 管轄のハローワークまでお問い合わせください、ハローワークで対応します。

■ 届 出 事 項 の 確 認

Ｑ 「在留資格」について、どの在留資格を選択したらいいか迷います。

A 入力項目でご不明な点がありましたら、管轄のハローワークまでお気軽ご相談ください。

◆ 登録済みの方（A）

① 登録したユーザIDとパスワードを入力して
「ログイン」をクリック

② 「雇用情報メニュー」をクリック
③ 「外国人雇用情報新規登録」をクリックし、

雇用情報新規登録画面で必要事項を入力
④ 「外国人雇用情報新規登録」をクリック
⑤ 次画面で「確定」をクリック
⑥ 登録完了

◆ 初めてご利用する方（B）

① 「ユーザID新規登録」をクリック
② 雇用保険適用事業所番号を

お持ちの場合
「雇用保険適用事業所からのユーザID仮登録」

お持ちでない場合
「雇用保険非適用事業所からのユーザID仮登録」

をそれぞれクリック
③ それぞれ次画面で必要事項を入力し「同意し

ます」をクリック
④ 入力したメールアドレスに仮登録メールが自

動送信されるので、メールが届いたら開く
⑤ ユーザ情報登録画面から必要事項（パスワー

ドの設定を含む）を入力
⑥ 「ユーザ情報登録」をクリック
⑦ 次画面で登録内容を確認し「確定」をクリッ

ク
⑧ 本登録完了
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「 外 国 人 雇 用 状 況 届 出 シ ス テ ム 」 ロ グ イ ン 画 面

外国人雇用状況届出システムに関するQ&A参考

A

B



国籍で差別しない公平な採用選考を行いましょう。
日本国籍でないこと、外国人であることのみを理由に、求人者が採用面接などへの応募を拒否するこ

とは、公平な採用選考の観点から適切ではありません。

この指針は、外国人労働者が日本で安心して働き、その能力を十分に発揮する環境が確保さ
れるよう、事業主が行うべき事項について定めています。

外国人が能力を発揮できる適切な人事管理と就労環境を！

外国人労働者の雇用管理の改善等に関して

事業主が適切に対処するための指針

指 針 の 主 な 内 容

労働契約法に基づき解雇や雇止めが認められない場合があります。安易な解雇等を行わないようにす
るほか、やむを得ず解雇等を行う場合には、再就職希望者に対して在留資格に応じた再就職が可能とな
るよう必要な援助を行うよう努めましょう。

なお、業務上の負傷や疾病の療養期間中の解雇や、妊娠や出産等を理由とした解雇は禁止されていま
す。

労働基準法や健康保険法などの労働関係法令や社会保険関係法令は、国籍を問わず外国人にも適用さ
れます。また、労働条件面での国籍による差別も禁止されています。

労働契約の締結に際し、賃金、労働時間等主要な労働条件について書面等で明示することが必要です。
その際、母国語等により外国人が理解できる方法で明示するよう努めましょう。

賃金の支払い、労働時間管理、安全衛生の確保等については、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛
生法等に従って適切に対応しましょう。

人事管理に当たっては、職場で求められる資質、能力等の社員像の明確化、評価・賃金決定、配置等
の運用の透明性・公正性を確保し、環境の整備に努めましょう。

事業主は外国人労働者について、

労働関係法令および社会保険関係法令は国籍にかかわらず適用されることから、事業主はこれ
らを遵守すること。

外国人労働者が適切な労働条件および安全衛生の下、在留資格の範囲内で能力を発揮しつつ就
労できるよう、この指針で定める事項について、適切な措置を講ずること。

指 針 の 基 本 的 な 考 え 方
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２ 外国人労働者の雇用管理の改善は
事業主の努力義務です

募 集 ・ 採 用 時 に お い て

法 令 の 適 用 に つ い て

適 正 な 人 事 管 理 に つ い て

解 雇 等 の 予 防 と 再 就 職 援 助 に つ い て



【※１】の事項については、母国語その他の当該外国人が使用する言語または平易な日本語を用いる等、外国人労働者が
理解できる方法により明示するよう努める必要があります。

■ 外 国 人 労 働 者 の 募 集 お よ び 採 用 の 適 正 化

１ 募集

• 募集に当たって、従事すべき業務内容、労働契約期間、就業場所、労働時間や休日、賃金、労働・社
会保険の適用に関する事項等について、書面の交付等により明示すること。【※１】

• 特に、外国人が国外に居住している場合は、事業主による渡航または帰国費用の負担の有無や負担割
合、住居の確保等の募集条件の詳細について、あらかじめ明確にするよう努めること。

• 外国人労働者のあっせんを受ける場合、職業安定法等の定めるところにより、職業紹介事業の許可を
受けている者もしくは届出を行っている者から受け、外国人労働者と違約金もしくは保証金の徴収等
に係る契約を結ぶなど職業安定法または労働者派遣法に違反する者から受けないこと。

• 国外に居住する外国人労働者のあっせんを受ける場合、外国人労働者と違約金または保証金の徴収等
に係る契約を結ぶ者を取次機関として利用する職業紹介事業者等からあっせんを受けないこと。

• 職業紹介事業者等に対し求人の申込みを行うに当たり、国籍による条件を付すなど差別的取扱いをし
ないよう十分留意すること。

• 労働契約を締結しようとする場合であって、募集時に明示した労働条件を変更、特定等する場合は、
明示した事項と変更内容等とを対照できる書面を交付する等により明示すること。【※１】

２ 採用

• 採用に当たって、あらかじめ、在留資格上、従事することが認められる者であることを確認すること
とし、従事することが認められない者については、採用してはならないこと。

• 在留資格の範囲内で、外国人労働者がその有する能力を有効に発揮できるよう、公平な採用選考に努
めること。

■ 適 正 な 労 働 条 件 の 確 保

１ 均等待遇
• 労働者の国籍を理由として、賃金、労働時間その他の労働条件について、差別的取扱いをしてはなら

ないこと。

２ 労働条件の明示
• 労働契約の締結に際し、賃金、労働時間等主要な労働条件について、その内容を明らかにした書面を

交付すること。その際、外国人労働者が理解できる方法により明示するよう努めること。【※１】

３ 賃金の支払い
• 最低賃金額以上の賃金を支払うとともに、基本給、割増賃金等の賃金について全額を支払うこと。

• 労使協定に基づき食費、居住費等を賃金から控除等する場合等については、控除額は実費を勘案し、
不当な額とならないようにすること。

４ 適正な労働時間等の管理

• 法定労働時間等の上限規制遵守、週休日の確保をはじめ適正な労働時間の管理を行うとともに、時間
外・休日労働の削減に努めること。

• 労働時間の状況の把握に当たっては、タイムカードによる記録等の客観的な方法その他の適切な方法
によるものとすること。

• 労働基準法等の定めるところにより、年次有給休暇を与えること。時季を定めることにより与える際
には、外国人労働者の意見を聴き、聴取した意見を尊重するよう努めること。
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５ 労働基準法等の周知

• 労働基準法等の定めるところにより、その内容、就業規則、労使協定等について周知すること。その
際には、外国人労働者の理解を促進するため必要な配慮をするよう努めること。【※２】

６ 労働者名簿等の調製

• 労働基準法等の定めるところにより労働者名簿、賃金台帳および年次有給休暇管理簿を調製すること。

７ 金品の返還等

• 外国人労働者の旅券、在留カード等を保管しないようにすること。また、退職の際には、労働基準法
の定めるところにより当該労働者の権利に属する金品を返還すること。

８ 寄宿舎

• 事業附属寄宿舎に寄宿させる場合、労働基準法等の定めるところにより寄宿舎について必要な措置そ
の他労働者の健康、風紀および生命の保持に必要な措置を講ずること。

９ 雇用形態または就業形態に関わらない公正な待遇の確保

• 短時間・有期雇用労働法および労働者派遣法の定めるところにより、短時間・有期雇用労働者または
派遣労働者である外国人労働者と通常の労働者との間に不合理な待遇の相違を設けてはならず、また、
差別的取扱いをしてはならないこと。

• 短時間・有期雇用労働者または派遣労働者である外国人労働者から求めがあった場合、通常の労働者
との待遇の相違の内容および理由等について説明すること。【※２】

■ 安 全 衛 生 の 確 保

１ 安全衛生教育の実施

• 労働者安全衛生法等の定めるところにより安全衛生教育を実施するに当たっては、母国語等を用いる、
視聴覚教材を用いる等、当該外国人労働者がその内容を理解できる方法により行うこと。特に、使用
させる機械等、原材料等の危険性または有害性およびこれらの取扱方法等が確実に理解されるよう留
意すること。

２ 労働災害防止のための日本語教育等の実施

• 外国人労働者が労働災害防止のための指示等を理解することができるようにするため、必要な日本語
および基本的な合図等を習得させるよう努めること。

３ 労働災害防止に関する標識、掲示等

• 事業場内における労働災害防止に関する標識、掲示等について、図解等の方法を用いる等、外国人労
働者がその内容を理解できる方法により行うよう努めること。

４ 健康診断の実施等

• 労働安全衛生法等の定めるところにより、健康診断、面接指導および心理的な負担の程度を把握する
ための検査を実施すること。【※２】

５ 健康指導および健康相談の実施

• 産業医、衛生管理者等を活用して健康指導および健康相談を行うよう努めること。

６ 母性保護等に関する措置の実施

• 女性である外国人労働者に対し、労働基準法、男女雇用機会均等法等の定めるところにより、産前お
よび産後休業、妊娠中の外国人労働者が請求した際の軽易な業務への転換、時間外労働等の制限、妊
娠中および出産後の健康管理に関する措置等、必要な措置を講ずること。

【※２】の事項については、母国語その他の当該外国人が使用する言語または平易な日本語を用いる等、外国人労働者が
理解できる方法により説明するよう努める必要があります。
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■ 労 働 ・ 社 会 保 険 の 適 用 等

１ 制度の周知および必要な手続きの履行等
• 労働・社会保険に係る法令の内容および保険給付に係る請求手続き等について、外国人労働者が理解

できる方法により周知に努めること。また、労働・社会保険に係る法令の定めるところに従い、被保
険者に該当する外国人労働者に係る適用手続き等必要な手続きをとること。【※２】

• 外国人労働者が離職したときは、遅滞なく被保険者証を回収するとともに、国民健康保険または国民
年金の適用の手続きが必要になる場合はその旨を教示するよう努めること。

• 健康保険および厚生年金保険が適用にならない事業所においては、外国人労働者およびその家族が適
切に国民健康保険および国民年金の適用の手続きが行えるよう、必要な援助を行うよう努めること。

• 労働保険の適用が任意の事業所においては、外国人労働者を含む労働者の希望等に応じ、労働保険の
加入の申請を行うこと。

２ 保険給付の請求等についての援助
• 外国人労働者が離職する場合には、雇用保険被保険者離職票の交付等、必要な手続きを行うとともに、

失業等給付の受給に係る公共職業安定所の窓口の教示その他必要な援助を行うよう努めること。

• 労働災害等が発生した場合には、労働災害補償保険の給付の請求その他の手続きに関し、外国人労働
者やその家族等からの相談に応ずること。加えて、必要な援助を行うよう努めること。

• 外国人労働者が病気、負傷等（労働災害によるものを除く）のため就業することができない場合には、
健康保険において傷病手当金が支給され得ることについて、教示するよう努めること。

• 傷病によって障害の状態になったときは、障害年金が支給され得ることについて、教示するよう努め
ること。

• 公的年金の被保険者期間が一定期間以上の外国人労働者が帰国する場合、帰国後に脱退一時金の支給
を請求し得る旨帰国前に説明するとともに、年金事務所等の関係機関の窓口を教示するよう努めるこ
と。

■ 適 切 な 人 事 管 理 、 教 育 訓 練 、 福 利 厚 生 等

１ 適切な人事管理
• 外国人労働者が円滑に職場に適応できるよう、社内規程その他文書等の多言語化等、職場における円

滑なコミュニケーションの前提となる環境の整備に努めること。

• 職場で求められる資質、能力等の社員像の明確化、評価・賃金決定、配置等の人事管理に関する運用
の透明性・公正性の確保等、多様な人材が適切な待遇の下で能力発揮しやすい環境の整備に努めるこ
と。その際、公共職業安定所の行う雇用管理に係る助言・指導を踏まえ、適切に対応すること。

２ 生活支援
• 日本語教育および日本の生活習慣、文化、風習、雇用慣行等について理解を深めるための支援を行う

とともに、地域社会における行事や活動に参加する機会を設けるように努めること。

• 居住地周辺の行政機関、医療機関、金融機関等に関する各種情報の提供や同行等、居住地域において
安心して日常生活または社会生活を営むために必要な支援を行うよう努めること。

３ 苦情・相談体制の整備
• 外国人労働者の苦情や相談を受け付ける窓口の設置等、体制を整備し、日本における生活上または職

業上の苦情・相談等に対応するよう努めるとともに、必要に応じ、行政機関の設ける相談窓口につい
ても教示するよう努めること。
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７ 労働安全衛生法等の周知

• 労働安全衛生法等の定めるところにより、その内容について周知すること。その際には、外国人労働
者の理解を促進するため必要な配慮をするよう努めること。【※２】

【※２】の事項については、母国語その他の当該外国人が使用する言語または平易な日本語を用いる等、外国人労働者が
理解できる方法により説明するよう努める必要があります。



４ 教育訓練の実施等
• 教育訓練の実施その他必要な措置を講ずるように努めるとともに、母国語での導入研修の実施等働き

やすい職場環境の整備に努めること。

５ 福利厚生施設
• 適切な宿泊の施設を確保するように努めるとともに、給食、医療、教養、文化、体育、レクリエー

ション等の施設の利用について、十分な機会が保障されるように努めること。

６ 帰国および在留資格の変更等の援助
• 在留期間が満了し、在留資格の更新がなされない場合には、雇用関係を終了し、帰国のための諸手続

きの相談その他必要な援助を行うよう努めること。

• 外国人労働者が病気等やむを得ない理由により帰国に要する旅費を支弁できない場合には、当該旅費
を負担するよう努めること。

• 在留資格の変更または在留期間の更新の際は、手続きに当たっての勤務時間の配慮その他必要な援助
を行うよう努めること。

• 一時帰国を希望する場合には、休暇取得への配慮その他必要な援助を行うよう努めること。

７ 外国人労働者と共に就労する上で必要な配慮
• 日本人労働者と外国人労働者とが、文化、慣習等の多様性を理解しつつ共に就労できるよう努めるこ

と。

■ 解 雇 等 の 予 防 お よ び 再 就 職 の 援 助

１ 解雇
• 事業規模の縮小等を理由として解雇を行う場合であっても、労働契約法の規定に留意し、外国人労働

者に対して安易な解雇を行わないようにすること。

２ 雇止め
• 労働契約法の規定に留意し、外国人労働者に対して安易な雇止めを行わないようにすること。

３ 再就職の援助
• 外国人労働者が解雇（自己の責めに帰すべき理由によるものを除く。）その他事業主の都合により離

職する場合において、当該外国人労働者が再就職を希望するときは、関連企業等へのあっせん、教育
訓練等の実施・受講あっせん、求人情報の提供等当該外国人労働者の在留資格に応じた再就職が可能
となるよう、必要な援助を行うよう努めること。その際、公共職業安定所と密接に連携するとともに、
再就職支援に係る助言・指導を踏まえ、適切に対応すること。

４ 解雇制限
• 外国人労働者が業務上負傷し、または疾病にかかり療養のために休業する期間等、労働基準法の定め

るところにより解雇が禁止されている期間があることに留意すること。

５ 妊娠、出産等を理由とした解雇の禁止等
• 女性である外国人労働者が婚姻し、妊娠し、または出産したことを退職理由として予定する定めをし

てはならないこと。また、妊娠、出産等を理由として解雇その他不利益な取扱いをしてはならないこ
と。

■ 労 働 者 派 遣 ま た は 請 負 を 行 う 事 業 主 に 係 る 留 意 事 項

１ 労働者派遣
• 労働者派遣の形態で外国人労働者を就業させる事業主は、従事する業務内容、就業場所、派遣する外

国人労働者を直接指揮命令する者に関する事項等、派遣就業の具体的内容を派遣する外国人労働者に
明示する、派遣先に対し、派遣する外国人労働者の氏名、雇用保険および社会保険の加入の有無を通
知する等、労働者派遣法等の定めるところに従い、適正な事業運営を行うこと。

• 派遣先は、労働者派遣事業の許可のない者からは外国人労働者に係る労働者派遣を受けないこと。
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２ 請負

• 請負を行う事業主にあっては、請負契約の名目で実質的に労働者供給事業または労働者派遣事業を行
わないよう、職業安定法および労働者派遣法を遵守すること。

• 雇用する外国人労働者の就業場所が注文主である他事業主の事業所内である場合には、当該注文主が
当該外国人労働者の使用者であるとの誤解を招くことのないよう、当該事業所内で業務の処理の進行
管理を行うこと。また、当該事業所内で、雇用労務責任者等に人事管理、生活支援等の職務を行わせ
ること。

• 外国人労働者の希望により、労働契約の期間をできる限り長期のものとし、安定的な雇用の確保に努
めること。

■ 外 国 人 労 働 者 の 雇 用 状 況 の 届 出

• 労働施策総合推進法の規定に基づき、新たに外国人労働者を雇い入れた場合またはその雇用する外国
人労働者が離職した場合には、公共職業安定所の長に届け出ること。

■ 外 国 人 労 働 者 の 雇 用 労 務 責 任 者 の 選 任

• 外国人労働者を常時10人以上雇用するときは、この指針に定める雇用管理の改善等に関する事項等を
管理させるため、人事課長等を雇用労務責任者として選任すること。

■ 外 国 人 労 働 者 の 在 留 資 格 に 応 じ て 講 ず べ き 必 要 な 措 置

１ 特定技能の在留資格をもって在留する者に関する事項
• 出入国管理及び難民認定法の規定に基づく特定技能雇用契約の基準や受入れ機関の基準に留意すると

ともに、支援および必要な届出等を適切に実施すること。

２ 技能実習生に関する事項
• 「技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する基本方針」等の内容に留意し、技能実習生に

対し実効ある技能等の修得が図られるように取り組むこと。

３ 留学生に関する事項
• 新規学卒者等を採用する際、留学生であることを理由として、その対象から除外することのないよう

にするとともに、企業の活性化・国際化を図るためには、異なる教育、文化等を背景とした発想が期
待できる留学生の採用も効果的であることに留意すること。あわせて、採用する際には、当該留学生
が在留資格の変更の許可を受ける必要があることに留意すること。

• インターンシップ・職場体験の実施に当たっては、企業等に対する理解の促進や職業意識の形成支援
等の趣旨を損なわないようにすること。

• アルバイト等で雇用する場合には、資格外活動許可が必要であり、資格外活動は原則として週28時間
以内に制限されていることに留意すること。

「外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針」
の全文は厚生労働省ウェブサイトに掲載しています。

https://www.mhlw.go.jp/content/000601382.pdf

外国人労働者の雇用管理改善のポイントや取組み状況を確認するための

「外国人労働者の雇用管理改善等に係る自主点検表（事業主用）」も

厚生労働省ウェブサイトに掲載していますので、ご活用ください。

https://www.mhlw.go.jp/content/001003486.docx
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外国人労働者の雇用管理改善等に係る自主点検表参考

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/index.html
https://www.mhlw.go.jp/content/001003486.docx


在留資格ごとに在留期間が定められています（令和４年５月25日現在）
在留資格については、地方出入国在留管理局へお問い合わせください。

■ 就労目的で在留が認められる外国人

これらの外国人は、各在留資格に定められた範囲で報酬を受ける活動が可能です。

在留資格 日 本 に お い て 行 う こ と が で き る 活 動 在 留 期 間 該 当 例

教 授 日本の大学もしくはこれに準ずる機関または高等専門学校において研究、
研究の指導または教育をする活動

５年、３年、
１年または３月

大学教授等

芸 術 収入を伴う音楽、美術、文学その他の芸術上の活動（この表の興行の項に
掲げる活動を除く）

５年、３年、
１年または３月

作曲家、画家、著
述家等

宗 教 外国の宗教団体により日本に派遣された宗教家の行う布教その他の宗教上
の活動

５年、３年、
１年または３月

外国の宗教団体か
ら派遣される宣教
師等

報 道 外国の報道機関との契約に基づいて行う取材その他の報道上の活動
５年、３年、
１年または３月

外国の報道機関の
記者、カメラマン

高度専門職
１号・2号

日本の公私の機関との契約に基づいて行う研究、研究の指導または教育を
する活動、日本の公私の機関との契約に基づいて行う自然科学または人文
科学の分野に属する知識または技術を要する業務に従事する活動、日本の
公私の機関において貿易その他の事業の経営を行いまたは管理に従事する
活動など

５年（１号）
または無期限
（２号）

ポイント制による
高度人材

経営・管理

日本において貿易その他の事業の経営を行いまたは当該事業の管理に従事
する活動（この表の法律・会計業務の項に掲げる資格を有しなければ法律
上行うことができないとされている事業の経営または管理に従事する活動
を除く）

５年、３年、１
年、６月、４月
または３月

企業等の経営者・
管理者

法 律 ・
会 計 業 務

外国法事務弁護士、外国公認会計士その他法律上資格を有する者が行うこ
ととされている法律または会計に係る業務に従事する活動

５年、３年、
１年または３月

弁護士、公認会計
士等

医 療 医師、歯科医師その他法律上資格を有する者が行うこととされている医療
に係る業務に従事する活動

５年、３年、
１年または３月

医師、歯科医師、
看護師

研 究 日本の公私の機関との契約に基づいて研究を行う業務に従事する活動（こ
の表の教授の項に掲げる活動を除く）

５年、３年、
１年または３月

政府関係機関や私
企業等の研究者

教 育
日本の小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支
援学校、専修学校または各種学校若しくは設備および編制に関してこれに
準ずる教育機関において語学教育その他の教育をする活動

５年、３年、
１年または３月

中学校・高等学校
等の語学教師等

技 術 ・
人文知識・
国 際 業 務

日本の公私の機関との契約に基づいて行う理学、工学その他の自然科学の
分野もしくは、法律学、経済学、社会学その他の人文科学の分野に属する
技術もしくは知識を要する業務または外国の文化に基盤を有する思考もし
くは感受性を必要とする業務に従事する活動（この表の教授、芸術、報道、
経営・管理、法律・会計業務、医療、研究、教育、企業内転勤、介護、興
行の項に掲げる活動を除く）

５年、３年、
１年または３月

機械工学等の技術
者、通訳、デザイ
ナー、私企業の語
学教師、マーケ
ティング業務従事
者等

企業内転勤
日本に本店、支店その他の事業所のある公私の機関の外国にある事業所の
職員が日本にある事業所に期間を定めて転勤して当該事業所において行う
この表の技術・人文知識・国際業務の項に掲げる活動

５年、３年、
１年または３月

外国の事業所から
の転勤者

介 護 日本の公私の機関との契約に基づいて介護福祉士の資格を有する者が介護
または介護の指導を行う業務に従事する活動

５年、３年、
１年または３月

介護福祉士

興 行 演劇、演芸、演奏、スポ―ツ等の興行に係る活動またはその他の芸能活動
（この表の経営・管理の項に掲げる活動を除く）

３年、１年、
６月、３月また
は15日

俳優、歌手、ダン
サー、プロスポー
ツ選手等

技 能 日本の公私の機関との契約に基づいて行う産業上の特殊な分野に属する熟
練した技能を要する業務に従事する活動

５年、３年、
１年または３月

外国料理の調理師、
スポーツ指導者、
航空機の操縦者,
貴金属等の加工職
人等

特 定 技 能
１号・2号

日本の公私の機関との契約に基づいて行う特定産業分野（介護、ビルク
リーニング、素形材・産業機械・電気電子情報関連製造業、建設、造船・
舶用工業、自動車整備、航空、宿泊、農業、漁業、飲食料品製造業、外食
業）に属する相当程度の知識もしくは経験を必要とする技能を要する業務
（１号）または熟練した技能を要する業務（２号）に従事する活動

３年、１年また
は６月（２号）、
１年、６月また
は４月（１号）

特定産業分野（左
記12分野（２号
は建設、造船・舶
用工業のみ））の
各業務従事者
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生 活 支 援 関 係

外国人生活支援ポー
タルサイト、生活・
就労ガイドブック

外国人が日本で生活するため
に必要な情報を掲載していま
す。

労 働 基 準 関 係

外国人労働者向
けモデル労働条
件通知書・労働
条件ハンドブッ
ク

労働条件をめぐるトラブル防止のた
めご活用ください。
（英語、中国語、韓国語、ポルトガ

ル語、スペイン語、タガログ語、
インドネシア語、ベトナム語、カ
ンボジア語（クメール語）、モン
ゴル語、ミャンマー語、ネパール
語）

外国語版モデル
就業規則

就業規則をめぐるトラブル防止のた
めご活用ください。
（英語、中国語、ポルトガル語、ベ

トナム語）

外国人労働者の
安全衛生対策に
ついて

外国人労働者への安全衛生教育の教
材などを掲載しています。

雇 用 管 理 関 係

外国人労働者の人事・労
務に関する３つの支援
ツール

①「外国人社員と働く職場の労務管
理に使えるポイント・例文集」、②
「雇用管理に役立つ多言語用語集」、
③「モデル就業規則やさしい日本語
版」を掲載。

外国人留学生の採用や入
社後の活躍に向けたハン
ドブック

留学生等の採用や活躍に向けて、企
業が取り組む際に押さえておくと良
い12のポイントをまとめています。

高度外国人材にとって魅
力ある就労環境を整備す
るために（好事例集）

高度外国人材が雇用管理改善を望む
事項についてのアンケートやヒアリ
ング調査を行い、好事例をまとめて
います。

事 業 主 向 け 支 援 制 度 関 係

人材確保等支援助成金
（外国人労働者就労環境
整備助成コース）

外国人特有の事情に配慮した就労環
境の整備を通じて、外国人労働者の
職場定着に取り組む事業主に対して
助成します。

働き方改革推進支援資金
（融資制度）

外国人労働者の雇用管理の改善に取
り組む事業主に対する融資制度があ
ります。（詳しくは日本政策金融公
庫まで）

■ 身 分 に 基 づ き 在 留 す る者

これらの在留資格は在留中の活動に制限がないため、さまざまな分野で報酬を受ける活動が可能です。

在 留 資 格 日 本 に お い て 行 う こ と が で き る 活 動 在 留 期 間 該 当 例

永 住 者 法務大臣が永住を認める者 無期限
法務大臣から永住の許可を
受けた者（入管特例法の
「特別永住者」を除く）

日 本 人 の
配 偶 者 等

日本人の配偶者もしくは民法（明治二十九年法律第八
十九号）第八百十七条の二の規定による特別養子また
は日本人の子として出生した者

５年、３年、１年
または６月

日本人の配偶者・実子・特
別養子

永 住 者 の
配 偶 者 等

永住者の在留資格をもって在留する者もしくは特別永
住者（以下「永住者等」と総称する）の配偶者または
永住者等の子として日本で出生し、その後引き続き日
本に在留している者

５年、３年、１年
または６月

永住者・特別永住者の配偶
者および日本で出生し引き
続き在留している実子

定 住 者 法務大臣が特別な理由を考慮し一定の在留期間を指定
して居住を認める者

５年、３年、１年、６月
または法務大臣が個々に
指定する期間（５年を超
えない範囲）

第三国定住難民、日系３世、
中国残留孤児
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■ そ の 他 の 在 留 資 格

在 留 資 格 在 留 資 格 の 概 要 在 留 期 間

技 能 実 習

研修・技能実習制度は、日本で開発され培われた技能・技術・知識の
開発途上国等への移転等を目的として創設されたもので、研修生・技
能実習生の法的保護およびその法的地位の安定化を図るため、改正入
管法（平成22年７月１日施行）により、従来の特定活動から在留資格
「技能実習」が新設されました。

法務大臣が個々に指定する
期間（１年を超えない範囲
（１号）、２年を超えない
範囲（２号および３号））

特 定 活 動
ＥＰＡに基づく外国人看護
師・介護福祉士候補者、ワー
キングホリデーなど

「特定活動」の在留資格で日本に在留する外国人は、個々の許可の内
容により報酬を受ける活動の可否が決定します。
※届出の際は旅券に添付された指定書により具体的な類型を確認の上、
記載してください（Ｐ．３※２を参照してください）。

５年、３年、１年、６月、
３月または法務大臣が個々
に指定する期間（５年を超
えない範囲）

■ 就 労 活 動 が 認 め ら れ てい な い在 留 資格

留学、家族滞在などの在留資格は就労活動が認められていません。
～就労が認められるためには資格外活動許可が必要です～

出入国在留管理庁により、本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（１週間当たり28時間以内など）で、相当と認められる場合に報酬
を受ける活動が許可されます。（例：留学生や家族滞在者のアルバイトなど）

http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri10_00055.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri10_00055.html
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri10_00055.html
https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/leaflet_kijun.html
https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/leaflet_kijun.html
https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/leaflet_kijun.html
https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/leaflet_kijun.html
https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/leaflet_kijun.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/foreign/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/foreign/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000186714.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000186714.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000186714.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/tagengoyougosyu.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/tagengoyougosyu.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/jigyounushi/tagengoyougosyu.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/ryugakusei_katsuyaku_pt/pdf/20200228_01.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/ryugakusei_katsuyaku_pt/pdf/20200228_01.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/ryugakusei_katsuyaku_pt/pdf/20200228_01.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000541599.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000541599.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000541599.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/ryugakusei_katsuyaku_pt/pdf/20200228_01.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/ryugakusei_katsuyaku_pt/pdf/20200228_01.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/ryugakusei_katsuyaku_pt/pdf/20200228_01.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/ryugakusei_katsuyaku_pt/pdf/20200228_01.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/ryugakusei_katsuyaku_pt/pdf/20200228_01.pdf


■ 募 集 ・ 採 用 時

Q 外国人を募集したい場合に、どのような点に気をつければ良いでしょうか？

A 求人の募集の際に、外国人のみを対象とすることや、外国人が応募できないという求人を出すことはで
きません。国籍を条件とするのではなく、スキルや能力を条件として求人を出すようにし、公正採用選
考と人権上の配慮からも、面接時に「国籍」等の質問は行わないでください。また、在留資格、在留期
間、資格外活動許可の有無などの確認は、口頭での質問で回答を得る・書面で本人から自己申告をして
もらうなど、在留カード等の国籍欄を直接確認する以外の方法で行い、採用が決まり次第、在留カード
等の提示を求めるようにしてください。

Q 面接の結果、外国人を雇用しようと考えていますが、どのような点に気をつければ良いでしょうか？

A 外国人を雇用する場合は、就労させようとする仕事の内容が在留資格の範囲内であるか、在留期限を過ぎ
ていないかを確認する必要があります。また、採用決定後に在留カードなどの提示を求める場合には、個
人情報であることに十分留意した上で確認してください。

■ 外 国 人 雇 用 状 況 の 届 出に つ いて

Q 雇入れの際、氏名や言語などから外国人であるとは判断できず、在留資格などの確認・届出をしなかっ
た場合、どうなりますか。

A 在留資格などの確認は、通常の注意力をもって、雇い入れようとする人が外国人であると判断できる場
合に行ってください。氏名や言語によって、その人が外国人であると判断できなかったケースであれば、
確認・届出をしなかったからといって、法違反を問われることにはなりません。

Q 外国人であると容易に判断できるのに届け出なかった場合、罰則の対象になりますか。

A 指導、勧告の対象になるとともに、30万円以下の罰金の対象とされています。

Q 短期のアルバイトで雇い入れた外国人の届出は必要ですか。

A 必要です。雇入れ日と離職日の双方を記入して、まとめて届出を行うことが可能です。

Q 届出期限内に同一の外国人を何度か雇い入れた場合、複数回にわたる雇入れ・離職をまとめて届け出る
ことはできますか。

A 可能です。外国人雇用状況届出書（様式第３号）は、雇入れ・離職日を複数記入できるようになってい
ますので、それぞれの雇入れ・離職日を記入して提出してください。

Q 留学生が行うアルバイトも届出の対象となりますか。

A 対象となります。届出に当たっては、資格外活動許可を受けていることも確認してください。

■ 社 会 保 険 な ど に つ い て

Q 外国人を雇用した場合、労働保険や社会保険に加入させなければいけませんか。

A 労働保険や社会保険については、国籍に関わらず適用になります。

■ 雇 用 労 務 責 任 者 に つ いて

Q 雇用労務責任者はどのように選任すればよいですか。また、選任した際の手続きはありますか。

A 外国人労働者の雇用管理業務を担当する人事課長等を選任してください。専任者でなく、兼任としても差
し支えありません。また、選任した後のハローワークへの届出などの手続きは不要です。
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外国人雇用管理アドバイザーのご案内参考

外国人労働者の雇用管理に関する相談について、外国人雇用管理アドバイザーが無料でご相
談を承ります。詳しくは、事業所の所在地を管轄するハローワークへお問い合わせください。

ご相談時の主な

アドバイス内容

• 労務管理、労働条件において、日本人と同じように対応しているか
• 外国人労働者の日本語能力に対応した職場作りについて
• 職場環境、生活環境への配慮について



地方出入国在留管理局 所 在 地 電 話 番 号

札幌出入国在留管理局 〒060-0042 札幌市中央区大通西12 札幌第３合同庁舎
0570-003259

(IP電話・海外から：011-261-7502）

仙台出入国在留管理局 〒983-0842 仙台市宮城野区五輪1-3-20 仙台第２法務合同庁舎 022-256-6076(代)

東京出入国在留管理局 〒108-8255 港区港南5-5-30
0570-034259

(IP電話・海外から：03-5796-7234)

東京出入国在留管理局
四谷分庁舎

〒160-0004 新宿区四谷1-6-1 四谷タワー14階
0570-011000(8番)

(IP電話・海外から：03-5363-3013)

在留調査部門 所属機関等に関する届出・所属機関による届出 03-5363-3032

在留オンライン審査部門 在留オンライン申請手続 03-5363-3030

成田空港支局
〒282-0004 成田市古込字古込1-1 成田国際空港第２旅客ターミナルビル６階 0476-34-2222(代)

審査管理部門 0476-34-2211

羽田空港支局 〒144-0041 大田区羽田空港2-6-4 羽田空港ＣＩＱ棟 03-5708-3202(代)

横浜支局 〒236-0002 横浜市金沢区鳥浜町10-7
0570-045259

(IP電話・海外から：045-769-1729)

名古屋出入国在留管理局 〒455-8601 名古屋市港区正保町5-18 
0570-052259

(IP電話・海外から：052-217-8944)

中部空港支局 〒479-0881 常滑市セントレア1-1 ＣＩＱ棟３階 0569-38-7410(代)

大阪出入国在留管理局 〒559-0034 大阪市住之江区南港北1-29-53
0570-064259

(IP電話・海外から：06-4703-2050)

関西空港支局 〒549-0011 泉南郡田尻町泉州空港中1 072-455-1453(代)

神戸支局 〒650-0024 神戸市中央区海岸通29 神戸地方合同庁舎 078-391-6377(代)

広島出入国在留管理局 〒730-0012 広島市中区上八丁堀2-31 広島法務総合庁舎 082-221-4411(代)

高松出入国在留管理局 〒760-0033 高松市丸の内1-1 高松法務合同庁舎 087-822-5852(代)

福岡出入国在留管理局 〒810-0073 福岡市中央区舞鶴3-5-25 福岡第１法務総合庁舎 092-717-5420(代)

那覇支局 〒900-0022 那覇市樋川1-15-15 那覇第１地方合同庁舎 098-832-4185(代)

外国人在留総合インフォメーションセンター等（外国人在留総合相談を実施している窓口）

来所相談 上記の各地方出入国在留管理官署（東京出入国在留管理局四谷分庁舎と各空港支局を除く。）

電話相談 0570-013904 （IP電話・海外から：03-5796-7112）

留学生の就職支援専用事前相談窓口

各地方出入国在留管理局・支局（空港支局を除く）では、「留学生の就職支援に係る専用窓口」を設置し、留学生や、
留学生の雇用を予定している企業からの相談を受け付けています。詳しい内容は出入国在留管理庁のウェブサイト
（https://www.moj.go.jp/isa/publications/materials/nyuukokukanri07_00014.html）をご参照ください。

外国人技能実習機構
地方事務所

所 在 地 電 話 番 号

札幌事務所 〒060-0034 札幌市中央区北4条東2-8-2 マルイト北４条ビル５階 011-596-6470 

仙台事務所 〒980-0803 仙台市青葉区国分町1-2-1 仙台フコク生命ビル６階 022-399-6326

東京事務所 〒101-0041 千代田区神田須田町2-7-2
アーバンセンター神田須田町４階・７階

03-6433-9211(総務課)／03-6433-9971(指導課)
03-5577-5143(援助課)／03-6433-9975(認定課)

水戸支所（東京事務所） 〒310-0062 水戸市大町1-2-40 朝日生命水戸ビル３階 029-350-8852

長野支所（東京事務所） 〒380-0825 長野市南長野末広町1361 ナカジマ会館ビル６階・７階 026-217-3556

名古屋事務所 〒460-0008 名古屋市中区栄4-15-32 日建・住生ビル５階
052-684-8402(総務課・認定課)

052-684-8412(指導課)／052-228-0627(援助課)

富山支所（名古屋事務所） 〒930-0004 富山市桜橋通り5-13 富山興銀ビル11階・12階
076-471-8564(総務課・認定課)

076-481-7560(指導課)

大阪事務所 〒541-0043 大阪市中央区高麗橋4-2-16 大阪朝日生命館３階・４階
06-6210-3351(総務課・認定課)

06-6210-3722(指導課)／06-6210-3352(援助課)

広島事務所 〒730-0051 広島市中区大手町3-1-9 広島鯉城通りビル３階
082-207-3123(総務課・認定課)

082-207-3126(指導課)／082-207-3029(援助課)

高松事務所 〒760-0023 高松市寿町2-2-10 高松寿町プライムビル３階・７階 087-802-5850

松山支所（高松事務所） 〒790-0003 松山市三番町7-1-21 ジブラルタ生命松山ビル１階・２階 089-909-4110

福岡事務所 〒812-0029 福岡市博多区古門戸町1-1 日刊工業新聞社西部支社ビル５階・７階 092-710-4070

熊本支所（福岡事務所） 〒860-0806 熊本市中央区花畑町1-7 MY熊本ビル２階・８階 096-223-5372
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外国人雇用サービスセンター・留学生コーナー一覧

外国人雇用サービスセンターや留学生の多い地域の新卒応援ハローワークに設置している留
学生コーナーでは、専門的・技術的分野の外国人や外国人留学生を積極的に採用したい事業
主の方からのご相談に無料で応じておりますので、ご活用ください。

留 学 生 の 採 用 に 関 す る ご相 談

外国人雇用サービスセンター 所 在 地 電 話 番 号

東京 東京外国人雇用サービスセンター
〒160-0004
新宿区四谷1-6-1 四谷タワー13階

03-5361-8722

愛知 名古屋外国人雇用サービスセンター 〒460-8640
名古屋市中区錦2-14-25 ヤマイチビル８階

052-855-3770

大阪 大阪外国人雇用サービスセンター 〒530-0017
大阪市北区角田町8-47 阪急グランドビル16階

06-7709-9465

福岡 福岡外国人雇用サービスセンター
〒810-0001 
福岡市中央区天神1-4-2 エルガーラオフィス12階

092-716-8608

新卒応援ハローワーク（留学生コーナー） 所 在 地 電 話 番 号

北海道 札幌新卒応援ハローワーク 〒060-8526
札幌市中央区北4条西5丁目 大樹生命札幌共同ビル９階

011-233-0222

宮城 仙台新卒応援ハローワーク 〒980-8485
仙台市青葉区中央1-2-3 仙台マークワン12階

022-726-8055

茨城 土浦新卒応援ハローワーク 〒300-0805
土浦市宍塚1838 土浦労働総合庁舎２階

029-822-5124
（32#）

埼玉 埼玉新卒応援ハローワーク 〒330-0854
さいたま市大宮区桜木町1-9-4 エクセレント大宮ビル６階

048-650-2234

千葉 千葉新卒応援ハローワーク 〒260-0028
千葉市中央区新町3-13 千葉TNビル１階

043-307-4888

千葉 まつど新卒応援ハローワーク 〒271-0092
松戸市松戸1307-1 松戸ビル３階

047-367-8609
（48#）

東京 東京新卒応援ハローワーク 〒163-0721
新宿区西新宿2-7-1 小田急第一生命ビル21階

03-5339-8609

神奈川 横浜新卒応援ハローワーク 〒220-0004
横浜市西区北幸1-11-15 横浜STビル16階

045-312-9206

新潟 新潟新卒応援ハローワーク 〒950-0901
新潟市中央区弁天2-2-18 新潟KSビル２階

025-241-8609

石川 金沢新卒応援ハローワーク 〒920-0935
金沢市石引4-17-1 石川県本多の森庁舎１階

076-261-9453

静岡 静岡新卒応援ハローワーク 〒420-0853  
静岡市葵区追手町5-4 アーバンネット静岡追手町ビル１階

054-275-0900

愛知 愛知新卒応援ハローワーク
〒460-8640
名古屋市中区錦2-14-25 ヤマイチビル９階

052-855-3750

三重 みえ新卒応援ハローワーク 〒514-0009
津市羽所町700 アスト津３階

059-229-9591

京都 京都新卒応援ハローワーク 〒601-8047
京都市南区東九条下殿田町70 京都テルサ西館３階

075-280-8614

大阪 大阪新卒応援ハローワーク
〒530-0017
大阪市北区角田町8-47 阪急グランドビル18階

06-7709-9455

兵庫 神戸新卒応援ハローワーク 〒650-0044
神戸市中央区東川崎町1-1-3 神戸クリスタルタワー12階

078-361-1151

岡山 おかやま新卒応援ハローワーク 〒700-0901
岡山市北区本町6-36 第１セントラルビル７階

086-222-2904

広島 広島新卒応援ハローワーク
〒730-0011
広島市中区基町12-8 宝ビル６階

082-224-1120

香川 高松新卒応援ハローワーク 〒760-0029
高松市丸亀町13-2 しごとプラザ高松内

087-823-8609

福岡 福岡新卒応援ハローワーク 〒810-0001
福岡市中央区天神1-4-2 エルガーラオフィス12階

092-716-8608

長崎 長崎新卒応援ハローワーク
〒850-8577
長崎市築町3-18 メルカつきまち４階

095-808-2020

ご不明な点などは、最寄りの都道府県労働局またはハローワークへ
お気軽にお問い合わせください。
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専 門 的 ・ 技 術 的 分 野 の 外国 人 、留 学 生の 採 用に 関 する ご 相談

参考



 ８時が始業なので、８時ちょうどに会
社に来れば良いと思います。

 18時半になったので、帰ります。

 年末年始の休暇はいらないので、代わ
りに２月に多く休ませてください。

 会社に住所を教えたくありません。

 健康診断を受けたくありません。

 転勤をしたくありません。

多言語による説明・文化ギャップの理解にお役立てください

外国人を雇用する事業主・人事労務担当者の方へ

PL030330外01厚生労働省 都道府県労働局 ハローワーク

外国人の方からこんな質問や要望を受けることはありませんか？

 最初に聞いた給料と振り込まれている
金額が違うのは何で？

 なぜ、彼の方が先に昇給したの？

 育児のために休暇を取りたいが、どう
すれば？

 もっと働きたいのに、なぜ働いてはい
けないの？

 ハラスメントを受けているかも知れま
せん。どうすればいい？

厚生労働省は、企業における人事・労務に関する多言語による説明や

お困りごとの背景にある文化ギャップを埋めることに役立つ３つの支援

ツールを作成しました！ぜひご活用ください。

【支援ツール】

① 外国人社員と働く職場の労務管理に使えるポイント・例文集
～日本人社員、外国人社員ともに働きやすい職場をつくるために～

② 雇用管理に役立つ多言語用語集

③ モデル就業規則やさしい日本語版

私たちが「当然だ」と思っている日本の法制度や雇用慣行は
外国人の方にとって馴染みのないものかも知れません。

 私たちの文化や制度を外国人の方が知らないことは悪いことではありません。
外国人の方の悩みの背景を知り、働きやすい職場を一緒に作っていくことが大切です。

 そのためには、母国語ややさしい日本語を使いながら、「なぜ職場のルールがそうなって
いるのか」という理由や背景も含めて説明し、理解を深めてもらうことが重要です。

それぞれのツールの使用場面や使用方法は次ページ以降でご説明します。

外国人労働者の人事・労務支援ツールを作成しました



紙面イメージ

① 外国人社員と働く職場の労務管理に使えるポイント・例文集
～日本人社員、外国人社員ともに働きやすい職場をつくるために～

※９カテゴリー…①採用、②賃金、③労働時間および休暇、④異動、退職及び解雇、⑤安全衛生および災害補償、
⑥ハラスメント、⑦退職金、⑧在留資格、⑨正社員以外の働き方 ＋企業の好事例

■入社時の労働条件などの説明の際に一緒に読みながら説明

■入社時のオリエンテーションで一斉に説明、質疑応答

■個別に質問を受けた際に、該当のページを目次から探し、説明に活用

全９カテゴリーの、雇用管理で実際に想定される場面ごとに、

①事業主・人事担当者が、外国人社員に説明する前に読んで理解しておくとよいポイント

②実際に外国人の方にそのまま話したり見せたりして理解を深めてもらうことを目指した

「やさしい日本語」による説明の例文や図表を紹介しています。

概 要

活 用 事 例

厚生労働省 都道府県労働局 ハローワーク

①採用後に労働者が提出する書類について説明するとき

(1) 外国人の方へ説明する際のポイント
日本では、採用後の提出書類について、社員に対して「必要書類の一覧
」を渡し、本人に確認をしてもらうだけで足りる場合も多いです。
一方、外国人社員は、出身国と雇用慣行や社会制度が異なることもあり
、背景知識がないことから、特に提出理由について、疑問をもつケースも
多いと言われています。
このため、各書類をどこで取得すればよいかについての説明（取得方法
）や、なぜその書類を提出する必要があるのか（提出理由）について説明
することが望ましいです。特に、提出書類に付随して、「車で通勤をして
はいけない」といった労働者本人に制限を加えるような規定がある場合に
は、「会社に駐車場がないから」というようにさらに丁寧な説明が必要で
す。また、例えば、住所届や通勤届を提出してもらう理由は、主に「住居
手当」や「通勤手当」といった「手当」の計算に必要であるということか
も知れませんが、この「手当」が何であるかも、外国人社員にとってはよ
く分からないことが多々あります。（手当については、２③を参照してく
ださい。）
さらに、書類ごとに提出の締切りが違う場合には、表を活用するなどし
て、分かりやすく伝えるようにしましょう。

(2)外国人の方への説明例
・日本(にほん)では、あなたに代わって(かわって)会社(かいしゃ)が税金(ぜ
いきん)や保険(ほけん)の計算(けいさん)をします。あなたのためにします
から、必要(ひつよう)な情報(じょうほう)を会社(かいしゃ)に教(おし)えて
ください。
・会社(かいしゃ)が、あなたの給料(きゅうりょう)を計算(けいさん)したり
、税金(ぜいきん)や保険(ほけん)の仕事(しごと)をするために、あなたの住
所(じゅうしょ)が必要(ひつよう)です。
・住所届(じゅうしょとどけ)（会社(かいしゃ)からもらった紙(かみ)）に、
あなたの住所(じゅうしょ)を書(か)いて、会社(かいしゃ)に出(だ)してくだ
さい。

(青色) 日本の雇用慣行の一例を記載。

雇用慣行が、外国の文化などと

ギャップが大きい場合もあるため、

改めて「気づき」をもってもらうよ

うな記載になっています。

(黄色) 一般的な外国の文化や外国人

の方の考え方を一例として記載して

います。

(太字) 上記を踏まえ、どのような説

明の仕方をすれば分かりやすいか、

どのような点に注意するとよいかに

ついて、ポイントを記載しています。

これらのポイントを踏まえて、外国

人の方に説明する場合に、そのまま

話したり見せたりして使えるような

例文や図表の例を紹介しています。

PL030330外01



外国人社員向け就業規則の作成は、

ウェブサイトイメージ

厚生労働省 都道府県労働局 ハローワーク

② 雇用管理に役立つ多言語用語集

活 用 事 例

（上）やさしい日本語

（下）選択した１言語（↑例：英語）

の２言語による定義と例文を表示

③ モデル就業規則やさしい日本語版 もご活用ください。

概 要

 人事・労務の場面でよく使用する労働関係、社会保険関係用語約420語の定義・例文を、やさ
しい日本語＋１４言語で検索できる用語集。

 エクセルファイルのほか、厚生労働省ウェブサイトにより、「カテゴリーから」又は「五十音
順から」検索が可能。

１４言語：英語、韓国語、中国語（簡・繁）、タガログ語、ベトナム語、ネパール語、ポルトガル語、
スペイン語、インドネシア語、タイ語、ミャンマー語、カンボジア語、モンゴル語

■事業主が、就業規則などを外国人労働者に説明する際、理解が難し
そうな用語などを検索して、翻訳を提示

■外国人社員本人が、人事・労務用語の入社前の学習や辞書として活用

■重要な用語の翻訳を就業規則などにコピー＆ペーストすることにより
オリジナルの外国人社員向け就業規則の作成

各用語は、

「カテゴリー別」または

「五十音順から」検索可能

PL030330外01

やさしい日本語または

外国語14言語から選択



※ 同一事業主の下で５年以上継続雇用されている外国人労働者については、当該外国人労働者が日本語の表記でも十分に理解でき、
本人が多言語化を希望しない場合には、多言語化を不要とすることもできる。ただし、日本語での周知は必要。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

外国人労働者の職場定着のために助成金を活用しませんか？

人材確保等支援助成金 外国人労働者就労環境整備助成コースのご案内

外国人労働者を雇用する事業主の皆さまへ

外国人労働者は、日本の労働法制や雇用慣行などの知識の不足や、言語の違いなどから労働条
件・解雇などに関するトラブルが生じやすい傾向にあります。この助成金は、外国人特有の事情
に配慮した就労環境の整備を行い、外国人労働者の職場定着に取り組む事業主に対して、その経
費の一部を助成するものです。

LL050401外01

趣旨

支 給 額

賃金要件（※）を満たした場合 要件（※）を満たしていない場合

支給対象経費の２／３

（上限額72万円）

支給対象経費の１／２

（上限額57万円）

具体的な取組（就労環境整備措置）

※ 賃金要件については、厚生労働省ＨＰをご参照ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index.html

A 雇用労務責任者の選任
雇用労務責任者を事業所ごとに選任し、全ての外国人労働
者と３か月ごとに１回以上の面談（テレビ電話による面談を
含む）を行う。

B 就業規則等の社内規程の
多言語化 ※

就業規則等の社内規程の全てを多言語化し、計画期間中
に、雇用する全ての外国人労働者に周知する。

必須メニューAとBに加え、選択メニューの①～③いずれかを実施する必要があります。

① 苦情・相談体制の整備
全ての外国人労働者の苦情または相談に応じるための体制
を新たに定め、外国人労働者の母国語または当該外国人労
働者が使用するその他の言語により苦情・相談に応じる。

② 一時帰国のための
休暇制度の整備

全ての外国人労働者が一時帰国を希望した場合に必要な
有給休暇を取得できる制度を新たに定め、１年間に１回以
上の連続した５日以上の有給休暇を取得させる。

③ 社内マニュアル・標識類等の
多言語化 ※

社内マニュアルや標識類等を多言語化し、計画期間中に、そ
れを使用する全ての外国人労働者に周知する。

以下の経費を「支給対象経費」とします。

必
須
メ
ニ
ュ
ー

選
択
メ
ニ
ュ
ー

対象となる経費

① 通訳費 ② 翻訳機器導入費（上限10万円） ③ 翻訳料
④ 弁護士、社会保険労務士等への委託料

（外国人労働者の就労環境整備措置に要する委託料に限る）

⑤ 社内標識類の設置・改修費（多言語の標識類に限る）

雇用保険被保険者となる外国人労働者（特別永住者及び在留資格
「外交」・「公用」を除く）を雇用している事業主が対象です！

（裏面に続く）



支給までの流れ

都道府県労働局職業安定部職業対策課（助成金センター）

助成金の活用にあたり、このリーフレットに記載していない支給要件や取扱いがあります。
ご不明な点や詳細は、厚生労働省ウェブページをご覧いただくか、最寄りの都道府県労働局職業安定部

職業対策課（助成金センター）までお問い合わせください。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

主な支給要件

外国人労働者の離職率
計画期間の終了から１年経過するまでの期間の外国人労働者の離職率が
10％以下であること。ただし、外国人労働者数が２人以上10人以下の場合は、
１年経過後の外国人労働者離職者数が１人以下であること。

日本人労働者の離職率
計画前１年間と比べて、計画期間の終了から１年経過するまでの期間の日本
人労働者の離職率が上昇していないこと。

お問い合わせ先

人材確保等支援助成金 外国人労働者 検 索

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/gaikokujin.html

※ 詳細はポータルサイトの検索窓口で検索するか、二次元バーコードからアクセスください。

１. 就労環境整備計画を作成・提出 【計画期間：３か月以上１年以内】

２. 就労環境整備措置の導入

３. 就労環境整備措置の実施

４. 支給申請

５. 助成金の支給

提出期間内に、本社の所在地を管轄する都道府県労働局（※）へ提出してください。

「具体的な取組（就労環境整備措置）」の選択メニュー①、②は、労働協約または
就業規則に明文化することが必要です。

２で導入した就労環境整備措置を計画どおりに実施してください。

（計画期間終了から１年）

算定期間（計画期間終了後１年）が終了して２か月以内に、本社の所在地を管轄する
都道府県労働局（※）へ提出してください。

計
画
期
間
：
３
か
月
～
1

年

※ 計画や支給申請書類の提出は決められた期限内に都道府県労働局等へ提出する必要があります。
なお、郵送の場合、計画や申請書類は決められた期限までに到達している必要がありますので、
余裕を持ってご提出ください。

次の｢外国人労働者離職率｣と｢日本人労働者離職率｣に係る目標を達成する必要があります。▶

外国人雇用状況届出（労働施策総合推進法）を適正に届け出ている必要があります。▶

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000199292_00008.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/gaikokujin.html


特定産業分野に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要す
る業務に従事する外国人向けの在留資格

○　在留期間：1年，6か月又は 4か月ごとの更新，通算で上限 5年まで
○　技能水準：試験等で確認（技能実習 2号を良好に修了した者は試験等免除）
○　 日本語能力水準：生活や業務に必要な日本語能力を試験等で確認（技能実習 2号を良好に

修了した者は試験等免除）
○　家族の帯同：基本的に認められない
○　受入れ機関又は登録支援機関による支援の対象

※ 在留資格「特定技能」には，特定技能 1号と特定技能 2号の 2種類があります。特定技能 2号は，特定産業分
野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格です。

出入国在留管理庁

特定技能 1号※

新たな外国人材の受入れ制度
　　　2019 年 4月 1日からスタート！

今回の制度は，深刻な人手不足の状況に対応するため，
一定の専門性・技能を有し，即戦力となる外国人を受け入れる制度です。

「特定技能」「特定技能」
在留資格

受入れ機関向け

が創設されました

特定技能特設サイトはこちら↓



Ｑ  母国における外国人の学歴は必要ですか。
Ａ  学歴については，特に求めていません。なお，特定技能外国人は１８歳以上である必要があります。
Ｑ  登録支援機関として登録を受けた機関は公開されるのですか。
　　公開されるとした場合，どこに公開されるのですか。
Ａ  登録支援機関の登録を受けた場合には，出入国在留管理庁のホームページで公表されます。
Ｑ  技能実習２号から特定技能１号に移行する場合，技能実習で従事していた活動と特定技能で従事する
活動との間の関連性についてはどの程度求められるのですか。
Ａ   各分野の分野別運用要領において特定技能外国人が従事する業務と技能実習２号移行対象職種との関連
性がそれぞれ明記されていますので，そちらをご確認ください。

１号特定技能外国人の受入れ手続の概要

よ く あ る ご 質 問

就 労 開 始

（注）受入れ機関のみで１号特定技能外国人支援計画の全部を
実施することが困難である場合は，支援計画の全部の実施を
登録支援機関に委託することにより，受入れ機関は支援計画
の適正な実施の確保の基準に適合するとみなされます。

【各種支援】
①生活オリエンテーションの実施
②日本語学習の機会の提供
③外国人からの相談・苦情への対応
④ 外国人と日本人との交流の促進に
係る支援　　　　　　　　など

【各種届出】
①雇用契約の変更等
②支援計画の変更
③支援計画の実施状況　　　など

受入れ
機関

在留資格変更許可申請
（地方出入国在留管理局）

在外公館に査証申請

査証発給

入 国

海外から来日する外国人 日本国内に在留している外国人
（中長期在留者）

１号特定技能外国人支援計画を策定（注）

在留資格認定証明書交付申請
（地方出入国在留管理局）

特定技能雇用契約の締結
○ 受入れ機関等が実施する事前ガイダンス等

在留資格認定証明書受領

在留資格変更許可



特定産業分野と受入れ見込数等

特定産業
分野

分野所管
行政機関

受入れ
見込数

（５年間の最大値）
従事する業務 受入れ機関に対して特に課す条件

1 介　護

厚労省

６０，０００人

・ 身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴，食事，排せつの介助等）
のほか，これに付随する支援業務（レクリエーションの実施，機能訓練の
補助等）
　（注）訪問系サービスは対象外 〔１試験区分〕

・厚労省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・厚労省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・事業所単位での受入れ人数枠の設定

2 ビル
クリーニング ３７，０００人 ・建築物内部の清掃 〔１試験区分〕

・厚労省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・厚労省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・「 建築物清掃業」又は「建築物環境衛生総合管理業」の登録を受けて
いること

3 素形材
産業

経産省

２１，５００人
・鋳造　　　・金属プレス加工　・仕上げ　　　・溶接　　　・鍛造　 　
・工場板金　・機械検査　　　　・ダイカスト　・めっき　　・機械保全 
・機械加工　・アルミニウム陽極酸化処理　　　・塗装 〔13 試験区分〕

・経産省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・経産省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと

4 産業機械
製造業 ５，２５０人

・鋳造　　　・塗装　　　・仕上げ　　・電気機器組立て　　　・溶接
・鍛造　　　・鉄工　　　・機械検査　・プリント配線板製造　・工業包装
・ダイカスト・工場板金　・機械保全　・プラスチック成形　　・機械加工
・めっき　　・電子機器組立て　　　　・金属プレス加工 〔18 試験区分〕

・経産省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・経産省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと

5 電気・電子
情報関連産業 ４，７００人

・機械加工　　　　・仕上げ　　　　　・プリント配線板製造　・工業包装
・金属プレス加工　・機械保全　　　　・プラスチック成形
・工場板金　　　　・電子機器組立て　・塗装
・めっき　　　　　・電気機器組立て　・溶接 〔13 試験区分〕

・経産省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・経産省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと

6 建　設

国交省

４０，０００人

・型枠施工　　　　   ・土工 　　  ・内装仕上げ／表装    ・保温保冷
・左官　　　　　　   ・屋根ふき   ・とび　　　　　　    ・吹付ウレタン断熱
・コンクリート圧送   ・電気通信   ・建築大工　　　　    ・海洋土木工
・トンネル推進工　   ・鉄筋施工   ・配管
・建設機械施工　　   ・鉄筋継手   ・建築板金 〔18 試験区分〕

・外国人の受入れに関する建設業者団体に所属すること
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・建設業法の許可を受けていること
・ 日本人と同等以上の報酬を安定的に支払い，技能習熟に応じて昇給を
行う契約を締結していること
・ 雇用契約に係る重要事項について，母国語で書面を交付して説明する
こと
・受入れ建設企業単位での受入れ人数枠の設定
・ 報酬等を記載した「建設特定技能受入計画」について，国交省の認
定を受けること
・ 国交省等により，認定を受けた「建設特定技能受入計画」を適正に履
行していることの確認を受けること
・ 特定技能外国人を建設キャリアアップシステムに登録すること　等

7 造船
・舶用工業 １３，０００人

・溶接　　　　　・仕上げ
・塗装　　　　　・機械加工
・鉄工　　　　　・電気機器組立て 〔６試験区分〕

・国交省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと　
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・ 登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，上記条件を
満たす登録支援機関に委託すること

8 自動車整備 ７，０００人 ・自動車の日常点検整備，定期点検整備，分解整備 〔１試験区分〕

・国交省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・ 登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，上記条件等
を満たす登録支援機関に委託すること
・道路運送車両法に基づく認証を受けた事業場であること

9 航　空 ２，２００人 ・空港グランドハンドリング（地上走行支援業務，手荷物・貨物取扱業務等）・航空機整備（機体，装備品等の整備業務等） 〔２試験区分〕

・国交省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・ 登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，上記条件を
満たす登録支援機関に委託すること
・ 空港管理規制に基づく構内営業承認等を受けた事業者又は航空法に
基づく航空機整備等に係る認定事業場等であること

10 宿　泊 ２２，０００人 ・フロント，企画・広報，接客，レストランサービス等の宿泊サービスの提供 〔１試験区分〕

・国交省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・国交省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・ 登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，上記条件を
満たす登録支援機関に委託すること
・「旅館・ホテル営業」の許可を受けた者であること
・風俗営業関連の施設に該当しないこと
・風俗営業関連の接待を行わせないこと　

11 農　業

農水省

３６，５００人
・耕種農業全般（栽培管理，農産物の集出荷・選別等）
・畜産農業全般（飼養管理，畜産物の集出荷・選別等）
 〔２試験区分〕

・農水省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと　
・農水省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・ 登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，協議会に対し
必要な協力を行う登録支援機関に委託すること
・ 労働者を一定期間以上雇用した経験がある農業経営体であること

12 漁　業 ９，０００人

・ 漁業（漁具の製作・補修，水産動植物の探索，漁具・漁労機械の操作，水
産動植物の採捕，漁獲物の処理・保蔵，安全衛生の確保等）
・ 養殖業（養殖資材の製作・補修・管理，養殖水産動植物の育成管理・収獲
（穫）・処理，安全衛生の確保等） 〔２試験区分〕

・農水省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと　
・農水省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・ 農水省が組織する協議会において協議が調った措置を講じること
・ 登録支援機関に支援計画の実施を委託するに当たっては，分野固有の
基準に適合している登録支援機関に限ること

13 飲食料品
製造業 ３４，０００人 ・飲食料品製造業全般（飲食料品（酒類を除く）の製造・加工，安全衛生） 〔１試験区分〕

・農水省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・農水省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと

14 外食業 ５３，０００人 ・外食業全般（飲食物調理，接客，店舗管理） 〔１試験区分〕

・農水省が組織する協議会に参加し，必要な協力を行うこと
・農水省が行う調査又は指導に対し，必要な協力を行うこと
・風俗営業関連の営業所に就労させないこと
・風俗営業関連の接待を行わせないこと



○在留資格「特定技能」の詳細については，法務省ＨＰを御参照ください。　→「法務省　特定技能」で検索☆

特定産業分野 分野所管
行政機関 担当部署 連絡先　　（　）内は内線

1 介護
厚労省

社会・援護局福祉人材確保対策室 03-5253-1111（2125，3146）

2 ビルクリーニング 医薬・生活衛生局生活衛生課 03-5253-1111（2432）

3 素形材産業
経産省

（製造３分野）
製造３分野向け特定技能外国人材制度相談窓口 03-5909-8762

03-5909-87464 産業機械製造業

5 電気・電子情報関連産業

6 建設

国交省

土地・建設産業局建設市場整備課 03-5253-8283

7 造船・舶用工業 海事局船舶産業課 03-5253-8634

8 自動車整備 自動車局 03-5253-8111（42426，42414）

9 航空

航空局
①航空ネットワーク部航空ネットワーク企画課

　（空港グランドハンドリング関係）
②安全部運航安全課乗員政策室

　（航空機整備関係）

 03-5253-8111（① 49114）
                         　 （② 50137）

10 宿泊 観光庁観光産業課観光人材政策室 03-5253-8367

11 農業

農水省

経営局就農・女性課 03-6744-2159

12 漁業 水産庁企画課漁業労働班 03-6744-2340

13 飲食料品製造業 食料産業局食品製造課 03-6744-2397

14 外食業 食料産業局食文化・市場開拓課 03-6744-7177

14 の特定産業分野に関する問合せ先についてはこちら

制度全般，入国・在留手続，登録支援機関等についての問合せ先はこちら

分野所管
行政機関

法務省

官署名 住　所 連絡先

出入国在留管理庁総務課広報係 東京都千代田区霞が関1-1-1 03-3580-4111（2737）

札幌出入国在留管理局総務課 北海道札幌市中央区大通西12 札幌第3合同庁舎 011-261-7502

仙台出入国在留管理局総務課 宮城県仙台市宮城野区五輪1-3-20 仙台第2法務合同庁舎 022-256-6076

東京出入国在留管理局就労審査第三部門 東京都港区港南5-5-30 0570-034259（内線330)

東京出入国在留管理局横浜支局総務課 神奈川県横浜市金沢区鳥浜町10-7 045-769-1720

名古屋出入国在留管理局
　○受入れ・共生関係
　　→審査管理部門
　○在留資格「特定技能」関係
　　 →就労審査第二部門

愛知県名古屋市港区正保町5-18 審査管理部門　052-559-2112
就労審査第二部門　052-559-2110

大阪出入国在留管理局総務課 大阪府大阪市住之江区南港北1-29-53  06-4703-2100

大阪出入国在留管理局神戸支局総務課 兵庫県神戸市中央区海岸通29番地 神戸地方合同庁舎  078-391-6377（代）

広島出入国在留管理局就労・永住審査部門 広島県広島市中区上八丁堀2-31 広島法務総合庁舎　　　　　　　　　 082-221-4412（代）

高松出入国在留管理局総務課 香川県高松市丸の内1-1 高松法務合同庁舎　　　　　　　　　　　 087-822-5852　

福岡出入国在留管理局総務課 福岡県福岡市中央区舞鶴3-5-25 福岡第一法務総合庁舎  092-717-5420

福岡出入国在留管理局那覇支局審査部門 沖縄県那覇市樋川1-15-15 那覇第一地方合同庁舎  098-832-4186



事業者向け受入れ・定着マニュアル

～外国人と一緒にはたらくために～



はじめに ～本マニュアルをご活用いただくにあたり～

■本資料は、『受入れた外国人が定着するための対応事項』 をまとめたものです。

■厚生労働省「地域外国人材受入れ・定着モデル事業」における取り組み、事例を基に
作成しております。

■これからの受入れや、これまでの対応の振り返りにご活用ください。

ホームページが漢字で
わからない。

夜勤ができるようになれば
給料が上がる！

外国人のイメージ、理想

『思っていた残業時間数と違う』
『もっと早く夜勤ができると思った』
『イメージしていた賞与額と違う』

『自転車で10分程度だが、坂道が多く大変』
『この町は物価が高い』
『夜が暗くて、帰りが怖い』
『光熱費が高い』

仕
事

生
活

多く聞かれたリアリティショック

日本は便利な国。
有名な東京・大阪・京都のイメージ

① リアリティショックの予防 ② コミュニケーションの工夫外国人の定着に向けた重要ポイント

そのために・・・

“異文化理解”を軸とした受入れ準備 どのタイミングにおいても、
重要ポイント①②を考えることが大事！受入れ準備受入れの知識習得 求人票 面接対策

仕事中、お祈りはできる？
母国の食べ物は買える？

※宗教によります

※リアリティショックとは…事前情報と現実の乖離

仕事はYouTubeで見たから
大丈夫！
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目次：外国人受入れ・定着のための対応事項一覧

タイミング 対応項目 詳細内容 対応しない場合のリスク

面接
までに

1_求人票 事業者と地域の、リアルと魅力を打ち出す

2_面接対策 ①面接参加者の人選と内定出しスケジュールの設定
②面接内容の工夫：リアリティショックの予防(事業者・地域)

0_受入れの
知識習得

外国人と働くための心構えと正しい知識

受入
意思
決定

3_受入れ
準備

内定
応諾後

⑤関係性構築：内定者定期面談の実施(月1～2回の実施)
Ⓐ内定者定期面談の参加者人選
Ⓑやさしい日本語の勉強
Ⓒ面談テーマ設定・双方の準備(簡単に)
※参考：コンテンツテーマや事例参照

4_振り返りと
ノウハウの蓄積 受入れ前の計画・準備の実行と振り返り、改善を行う入社後

①受入れ準備の計画を立てる※参考：受入れ準備チェックシート
②関わる人の理解と心得

③就業環境の準備と整備
④生活環境の準備と整備

ページ

4p

5p

8p

12p

14p

16p

17p

受入れ・定着に関する一連の準備について確認

面接前の理解と準備

受入れ前の準備内容の確認・把握、準備を進める

信頼関係に影響

安心・安全な生活に影響

リアリティショックの発生

人選ミスマッチが起きる

リアリティショックの発生

異文化の壁が発生

不信感につながる

不安・不満の原因

関係性に距離が広がる

不安・不満の増大

信頼関係に影響

厚生労働省「地域外国人材受入れ・定着モデル事業」



対応しない場合のリスク0_受入れの知識習得：
受入れ・定着に関する一連の準備について確認

外国人と働くための心構えと正しい知識

目
的 従業員”全員” で “外国人を受入れる“ ということを 理解し、受入れを検討・決定する。

受入
意思
決定

外国人は “安く雇える使い捨ての労働力ではない“ ことを理解する１

“知るために向き合う” “異文化を受入れる” 必要性を理解する

外国人の受入れに関する正しい知識が必要であることを理解する

２

３

受入れ前に理解すべき３つのポイント外国人とはたらくために

●在留資格の特性を理解した上で受入れる必要があります。
例：“技能実習生” と “特定技能” は 制度上の目的やサポートも “監理の義務がある” と “義務的支援の実施” で異なります。

●各種必要手続きがあることも理解してください。入管申請、四半期報告、訪問検査など
※在留資格により必要事項も異なります。

従業員に対して、一人の“人”として向き合うことが大切です。相手側に理解を求めるのであれば、信頼関係を築く必要があります。
その人を“知るために向き合うこと”そして“理解をして受入れる”ことで信頼関係も構築され、言葉の壁も乗り越えていけます。

不安を抱えているからこそ、国内の在留外国人が連携を取り、情報交換なども行われます。良いこと・懸念点ともに情報が共有されます。

外国人も不安を抱えて来日します！

外国人は大きな志を持って日本で働くことを希望していますが、同時に知り合いもいない場所に住んで働くことに
大きな不安を感じています。外国人の置かれた環境を理解して、まずは「あたたかく迎え入れること」が重要です！

参考：厚生労働省ホームページ／外国人雇用対策

参考：出入国在留管理庁ホームページ／特定技能外国人の雇用を希望する企業・団体・個人等の方

参考：出入国在留管理庁ホームページ／外国人技能実習制度について

信頼関係に影響 安心・安全な生活に影響
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/gaikokujin/index.html
https://www.moj.go.jp/isa/policies/ssw/nyuukokukanri06_00103.html
https://www.moj.go.jp/isa/publications/materials/nyuukokukanri05_00014.html


・包丁さばきが身につきます
・魚の種類や加工方法に詳しくなれます

・休憩時間は、おやつを交換したりして楽しくおしゃべりしています

・一通りの業務を一人でこなせるようになるまで、教育担当を中心に
先輩がサポートします。順番に業務を覚えて行きましょう

1_求人票：事業者と地域の、リアルと魅力を打ち出す面接
までに

目
的 入社後のリアリティショックを予防しながら、入社意向を上げる。

・田畑が広がる自然豊かな山間の町で、大変のどかな地域です

・スーパーまでは車で10分ほどかかります

・1月の平均気温は、－4.1℃です

・季節により行われる地域のお祭りや行事等がまだ残っています

・静かにゆっくり生活することができると思います

・休日は、登山や川釣りを楽しむことができます

地域

対応しない場合のリスク

＜事業者＞

・事業内容

・業務内容

・職場環境

＜事業者＞
・業績・評価
・身につくスキル
・地域密着
・研修体制
・機械化 など

＜地域＞
・特長
・観光スポット
・休日の過ごし方
・サポートできること

など

魅力

＜地域＞

・環境

・気候

・利便性

リアル
どちらも大切！

・冷凍もしくは生の魚（主に●●・●●）等をカットし、梱包します。
カットには、フィレマシンや、包丁を使用します。頭や内臓の除去の作業
もあります。梱包では、●kgの重量物を運ぶ作業もあります。
屋内での立ち作業です

・作業中は黙々と作業をしています

・夜勤開始は一通りの業務を一人でこなせるようになってからなので、
1年後くらいを想定しています

事業者

デメリットに見えることも「魅力」に変換してみましょう！

［例］リアル：繁閑の差がある ／ 魅力：ゆったりしている時は休みが取りやすい
既存従業員の方々に、入社当初に感じたことや、今感じていることを、ヒアリングしてみるのもお勧めです。

明文化するリアルも魅力も 丁寧に 情報提供する

リアリティショックの発生

現職も1日立ち作業だから
大丈夫だな

夜勤は
すぐはできないから
まずトレーニングを

頑張ろう

冬は寒くて
大変なんだな

魚釣りが
楽しみ♪
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職種 製造スタッフ 工場ラインスタッフ（包装、製造）

仕事内容

魚の加工をお願いし
ます。体力に自信の
ある方にお勧めです。

冷凍もしくは生の魚（主に●●・●●）等を、カットし、梱包します。
カットには、フィレマシンや、包丁を使用します。頭や内臓の除去の作業 もあります。
梱包では、●kgの重量物を運ぶ作業もあります。屋内での立ち作業です。

企業からの
メッセージ

「魚を美味しくお客様
に」をモットーに社員
一同頑張っています。

当社は地元名産の●●を主力製品とする食品メーカーで、●●県ではトップシェア、全国でも●位の企業です。今後も、働くみなさんが
快適に働ける環境を整備していこうと考えています。当社では、これまでにベトナム・フィリピン・中国からの技能実習生を受入れています。
日本語学習支援も行っています。現在は、特定技能へ移行した方や技能実習3号に移行した方もいらっしゃいます。
入社後に、丁寧に教育係を中心に先輩が仕事を教えます。魚の知識や、包丁さばきが身につきますよ。
工場の人たちは、明るいスタッフばかりで、作業中は黙々と行いますが、おやつの時間には、いろんな話をして親睦を深めています。すぐ雰
囲気になじめると思います。

地域の
アピールポイ
ント

なし

工場がある●●町も、住居がある●●町も、自然豊かな山間の町です。
のどかなところで、季節により行われる地域のお祭りや行事等もまだ残っており、地域の皆さんとの交流もできます。休日には川釣りや、公
民館でのバドミントンを楽しむスタッフも多いです。よかったら一緒に行きませんか？
一番近いスーパーまで自転車で40分くらいかかりますので、買い物は月に2～3回、車でサポートします。

応募資格 ●● ●●

雇用形態 ●● ●●

給与 ●●
●●

※残業が可能になり、15時間実施した場合：基本給●円+残業手当●円(●/回×15時間)＝月収●円。

休日・休暇 ●●（残業手当あり） シフト制です。休日や時間が変動します。毎月●日に、休日の希望をみなさんに聞いてから調整しています。

勤務時間 残業あり

・残業は、一通りの作業をしっかり覚えてからになるので、入社3か月目ぐらいからを予定しています。
・月の残業時間は、年間を平均すると約20時間です。時期によって、変動します。
＜残業昨年実績＞
11月～4月 月/平均25時間
4月～10月 月/平均15時間

勤務地 ●● 住居から工場は自転車で20分です。行きは上り坂が多いですが、帰りは下れるので、15分くらいで帰れます。

福利厚生 ●● ●●

その他 なし アパートにはWi-Fiを設置していますので、家族との電話などの時に使ってください。

1_求人票：事業者と地域の、リアルと魅力を打ち出す面接
までに

対応しない場合のリスク

明文化するリアルも魅力も 丁寧に 情報提供する
リアリティショックの発生

一般的な求人票 ▶ 前ページのポイントをふまえた求人票

※ 求人票の作成例

その他 アパートにWi-Fiがある
場合は、ぜひ記載してください！
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目
的 入社後のリアリティショックを予防しながら、入社意向を上げる。

魚を洗って箱に詰めます。
●時間くらいの立ち作業です。
冬は水が●度くらいになります。

リアル

仕事中は黙々と作業に集中して
いますが、休憩時間はいろんな
話をしていつも笑いが絶えません。

魅力

自然が多く、
のどかで静かな地域です。
夜は街灯が少なく暗いです。

リアル

休日は川釣りを楽しむことができ
ます。

魅力

例
・出勤から退勤までの１日の業務の流れ
・扱う物や、使うツール
・就業する施設や、その周辺環境

実際に働き、暮らす様子がイメージできる写真と、それに対する説明・コメントで伝える ※求人票に別紙で添付する

イメージと心づもりができるように「見せる工夫」をしましょう！

写真のほか、寮の間取り図、ホームページの動画のリンク、通勤路や生活圏のオリジナルマップも有効です。

※情報セキュリティーに留意しながら、見せられる範囲をご検討ください。

例
・住居付近の風景、実際の生活事情
・季節・地域ならではの楽しみ
・休日の過ごし方

上り坂が
多いです！

地域

1_求人票：事業者と地域の、リアルと魅力を打ち出す面接
までに

視覚化するリアルも魅力も 丁寧に 情報提供する

アパートから近いけど
上り坂が

大変なんだな

冬の水の冷たさは
辛そうだな

対応しない場合のリスク

リアリティショックの発生

事業者
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2_面接対策：面接前の理解と準備

①面接参加者の人選と
内定出しスケジュールの設定

面接
までに

目
的 選考者や、スピーディーな内定通知のための日程を調整し、欲しい人材を逃さず採用する。

内定通知書には、メッセージや写真を添えることをお勧めします！

面接内のエピソードや、実際に働く雰囲気を想像させるような
表現、写真を添えましょう。
期待や一緒に働きたい熱意も伝わり、意向が上がります。

●●さん
●●さんは、えがおが とても すてきでした。
職場(しょくば)の先輩(せんぱい)とも、
すぐに なかよくなれると おもいます。
●●（事業者名）で いっしょにはたらくことを、
みんなで楽しみにしています。

あなたと働きたい！
内定だします！

3日以内

４日以上

ほかの人は早く内定
もらっているのに、
私は期待されて
いないのかな・・・

内定
応諾

内定
辞退

意向アップ

意向ダウン

期待されている！
選んでもらえた！
ここで働きたい！

対応しない場合のリスク

面接参加者を人選する

・決裁者(理事長、社長、人事担当者)：別途の相談・社内稟議ではなく、その場で検討、判断を仰ぐことで、決定をスピードアップ

・現場管理者：現場レベルで、雰囲気・業務・メンバーにマッチする方を選考

入社前の受入れ準備から入社後の育成まで、自分事として積極的に携わるきっかけに

１

面接後3日以内の内定通知を調整する

・検討会議等は面接日に合わせて予め設定

・内定通知書を事前作成

２

人選ミスマッチが起きる
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2_面接対策：面接前の理解と準備

②ー１ 面接内容の工夫 ※リアリティショックの予防

面接
までに

目
的

伝えたいことを伝え、聞きたいことを聞くことのできる面接を実施することで、
内定・入社後のお互いのリアリティショックを減らす。

３ 準備＞質問リストの作成 事前にピックアップ！※下記例

仕事について：仕事のときお祈りはしたいですか？お昼休みだけでもいいですか？
会社からお昼は弁当があります。食べられない食べ物はありますか？

生活について：近くにハラルのお店がありません。大丈夫ですか？

良い面接・コミュニケーションをとるためにも、相手の事を調べ、“知る“ということは必要です。

確認漏れがあると、のちのち 「こんなはずじゃなかった・・・」 という事態の可能性もあります。
確認したいこと、伝えたいことは事前にピックアップしておく方が安心です！

１ 理解＞外国人の国や文化について知るために 調べる

どんな国？どんな宗教の方が多い？言語は？有名な食べ物・観光スポット・お祭りは？

参考：外務省ホームページ／国・地域 ※各国情報

２ 方法＞体制として、どんな形だと実施可能か事前に検討する

外国人の希望や考えを 事業者で実現できるか否かを面接ですり合わせるための準備

面接をする外国人の文化を知る・理解する外国人を知る・引き出す

STEP３．準備
質問事項は事前に

リストアップ

３

STEP２．方法
異なる文化について

知った上で事業者での
受入れ体制の検討

２

STEP１．理解
外国人の

国・宗教的文化について

１

対応しない場合のリスク

＜検討事項の例＞※①②はイスラム教の場合

① ヒジャブを被って仕事をしてよいか？→ 仕事への影響・現場への理解

② 仕事中のお祈りはOKか？→場所の確保、休憩時間の調整など

文化・慣習への理解と対応方法を事前に検討しておきましょう！

どうやったら
できそう？

リアリティショックの発生 異文化の壁が発生

9
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2_面接対策：面接前の理解と準備

②ー２ 面接内容の工夫 ※リアリティショックの予防

面接
までに

目
的

伝えたいことを伝え、聞きたいことを聞くことのできる面接を実施することで、
内定・入社後のお互いのリアリティショックを減らす。

３ 準備＞質問リストの作成※下記例

仕事について：前の（20XX年の）仕事は何をしましたか？
生活について：日本に行ったら、休みの日は何をしたいですか？
意思確認：何年日本で働きたいですか？例えば３年とか、5年です。

面接の担当者は、N4の問題文などを見て日本語のレベルに触れておくと、
会話のイメージがわきやすい。面接では早口にもなりやすいため注意です！

やさしい日本語で質問事項を事前にリストアップすると当日スムーズになります！
無言の時間などが続くと、外国人も緊張し、いつも通り話せないこともあります。

１ 理解＞特定技能外国人の日本語能力は、N4以上

下記サイトに、N4レベル認定の目安記載
参考：日本語能力試験／N１～N5：認定の目安

２ 方法＞面接は“やさしい日本語”で！

わかりやすい日本語で質問することで、外国人も答えやすい
参考：文化庁／在留支援のためのやさしい日本語ガイドライン

事業者が面接で話す日本語について外国人を知る・引き出す

STEP３．準備
質問事項は事前に

リストアップ

３

STEP２．方法
外国人に

“伝わる”日本語を知る

２

STEP１．理解
外国人の

日本語レベルを知る

１

＜やさしい日本語の例＞

「通勤は、徒歩10分くらいです。」

「寮から会社まで、歩いて10分くらいです。」

10分

こんにちは。

対応しない場合のリスク

リアリティショックの発生 異文化の壁が発生
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2_面接対策：面接前の理解と準備

②ー３ 面接内容の工夫 ※リアリティショックの予防

面接
までに

目
的

伝えたいことを伝え、聞きたいことを聞くことのできる面接を実施することで、
内定・入社後のお互いのリアリティショックを減らす。

面接は、候補者について知る場であることはもちろん、 会社について知ってもらう場でもあります！
運良く良い人材が採用できても、入社後に事前イメージと現実にギャップがあると、
不安や不信感を感じてしまい、結果、定着につながらない可能性もあります！

はたらく事業者・地域について外国人に知ってもらう・理解してもらう

質問をすることでイメージとのギャップを探り、説明する

外国人からの質問を待たずに、
こちらから確認するための質問を事前に準備

例１「残業や夜勤はしたいですか？どれくらいしたいですか？」

▶本人の希望と事業者の方針が合っているか、確認したうえで説明。

“多いです”“少ないです”ではなく具体的に説明する！

例２「日本で、休みの日は何をしたいですか？」

▶日本での休日・生活のイメージが合っているか確認。
マッチしない場合は、その旨伝え、大丈夫かを聞いてみる。

趣味や、やりたいことが近くでできる場合はアピール！

例３「仕事のとき、お祈りはしたいですか？いつ、何回ですか？」

「昼食は会社で準備します。食べられない物はありますか？」

▶宗教や文化について希望を聞き、準備できる範囲を伝える。

お祈りがOKなど、宗教的な配慮があることはアピールポイントになる！

２職場や周辺環境について”視覚的に”伝える

写真や動画、パワーポイント資料等を使い
面接の場で紹介

＜例＞

・ 職場の外観、内観
・ 仕事の内容、様子
・ 住む町について
・ 季節ごとについて

１

対応しない場合のリスク

リアリティショックの発生
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確実に実行できるように工夫をする2
計画が実行できる内容になっているか、計画を実行するための方法を考えます。

3_受入れ準備：
受入れ前の準備内容の確認・把握、準備を進める

①受入れ準備の計画を立てる

内定
応諾後

目
的

タイムスケジュールを立てて、受入れ体制を構築する。従業員の混乱を避けると共に入国後のスムーズな運営につな
げる。外国人が安心して『働ける』・『生活できる』体制づくり。

前倒しのスケジューリングが大切です！
外国人採用は流動的です。余裕を持ち、少しずつ準備をする必要があります。
※運営管理者も明確にすると良いです。

メインで関わる方々で目線合わせが必要です！
随時コミュニケーションを取りながら内容を確認することがお勧めです。

スケジュール管理も重要です！
計画を立てることだけが目的ではありません。計画を立てたことが予定通り実行
できているかを定期的にチェックをしながら進めていきます。

対応すべき事項をリスト化する1
対応

状況
№

実施

可否

対応

予定日
担当者 方法・内容 備考

済 1 必須 教育担当者の配置 ○ ー 鈴木

<目的>仕事の指導、教育

・現場で、業務を教える

・外国人材との定期面談を担当 ※№10参照

◇適性人物:異文化を理解して寄り添える方、外国人材とのコミュニケーションを積

極的に取ろうとする方、差別的な意識を持たずに接することができる方

済 2 必須 メンターの配置 ○ ー 鈴木

・教育担当の鈴木と協力して2名で対応

・教育担当者との定期面談の内容を共有、フォロー

・顔を見たら声を掛けて、他の職員と早く慣れるようにフォローす

る

・月1回不定期に自宅訪問をして、掃除状況や

ごみの分別などを確認

・買い物に同行する

＜目的＞

生活面の指導・サポート、プライベートの話を聞いてあげることで、外国人材の抱え

ている業務以外の悩みを解消

※教育担当者との兼任可／◇適正人物：同世代、同母国、日本での生活に慣

れている外国人等

＜例＞

・月1回自宅訪問し、家の様子（掃除はできているかなど）を確認する。

・話し合う場を設けて、職場で話しづらいことを話してもらう

・イベントへの参加を声掛けるなど

・病院への同行

＜実施時期目安＞

入国後～6カ月

4 推奨 業務マニュアル等の準備 ○ 2021/6/30 田中

・マニュアルを作成。全体の工程と、写真とその説明で作ってみ

る。左側のページにマニュアルを載せて、右側を空けて、OJTの際

に細かいことをメモができるような作りにする。

・写真撮影→鈴木

・注意点のコメント作成→田中

・現場用語のまとめ→田中

※指示の言葉が早く分かるように作る

<目的>

①指導工数の削減、教育担当者の負担を減らす。

②仕事場以外でも予習、復習ができ、外国人材の成長が早まる。

③外国人材がしっかりサポートしてくれていると感じて、企業様に対して好印象を持

つことになり定着につながる。

＜例＞

・既存のマニュアルを元に、ふりがな、やさしい日本語を使い、分かりやすく説明する。

いつでも確認できるように書面で渡す

※参考資料⑥

項目

運営管理者が進捗を確認しながら計画を実行する3
従業員同士で役割分担をしながら、外国人が入国するまでに必要な準備を
進めていきます。

教育担当者は
誰が良い？

生活備品は
揃った？

役割分担が大切です

参考：必要項目例などは、受入れ準備チェックシートを参照ください。
例：教育担当者・メンターの配置などの体制準備、業務マニュアル準備など
『いつ』 『だれが』 『何を』 『どのように実行するか』 『実行の必要性』
を確認しながら計画を立てていきます。

参考資料：受入れ準備チェックシートイメージもご確認いただけます。

計画の立て方

対応しない場合のリスク

不信感につながる

12

異文化理解は
進んでる？

マニュアルは
「フリガナ」を
付けよう！

参考資料有

受入れ準備チェックシートイメージ（介護）

受入れ準備チェックシートイメージ（介護以外）
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日本語、日本の文化、
生活ルールなど

3_受入れ準備：
受入れ前の準備内容の確認・把握、準備を進める

②関わる人の理解と心得

内定
応諾後

目
的

異文化について理解をする。相手のことを知ることで的確な準備を進めることができる。
信頼関係構築にもつながり、スムーズなコミュニケーションが取れるようになる。

参考資料有

異文化理解研修資料

“異文化を理解する”ということを、正しく理解する

文化を知る・理解して活かす外国人を知る

コミュニケーションを取るために、
“勉強すること”“文化を知ること”は、

外国人だけではなく、受入れ事業者も必要です。

①話しやすい・質問しやすい雰囲気を作ることが大切です

対応しない場合のリスク

不信感につながる

②異文化理解を深めるための方法

「相手とその文化をリスペクトする」「お互いの違いを認め合う」 相互理解をした上で、日本の文化や慣習にも馴染んでもらうことです！

外国人外国人 既存従業員(日本人)

外国人の母国の文化、
やさしい日本語など

①お互いが知る努力をすることが大切です！！

従業員の皆さんで異文化理解研修資料を見て、
まずは異文化を知ることから始めてみましょう！

参考

①

重要：コミュニケーションの取り方・把握しておくこと

④外国人は謝罪のハードルが日本人より高いです

②伝えたい事は、あいまいにせず、正確に伝えることが大切です

③重要なことは繰り返し伝えます。理解をしたか聞き返すことが大切です

目的は、資料を読むだけではなく、理解をすることです！
●資料を全員に展開する
▶読んだ後は全員と異文化理解について話をする・感想を確認する など

■内定者定期面談：相互理解を深めるテーマにすることもお勧めです。
例：自分の暮らす家や街、お勧めスポット、

普段の食事について など
■国や文化の情報は、本やインターネットなどでも取得できます。

参考

②

13
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発生しやすくなる 発生しにくい

多くなる 少なくなる

把握できない（気づくことができない）
①早期に解決ができない。
②不満や不安が蓄積する。
③社内での関係性も悪化する。

早期に把握できる（気づくことができる）
①早期に解決に繋げることができる。
②良好な関係性構築が可能になる。
③就労意欲が向上する。

3_受入れ準備：
受入れ前の準備内容の確認・把握、準備を進める

③就業環境の準備と整備

内定
応諾後

目
的 外国人と既存従業員双方が、就労開始後に大きな混乱なく、働き始めることができる体制づくり。

知らない＝不安な状態で仕事が始まる 知っている＝安心して仕事が始められる

コミュニケーション
を取れる関係性
が負担軽減に！

人物について

雇用目的について 理解している＝会社への信頼感が増す理解していない＝会社に不信感を抱く

悩み・不安について

指導工数について

サポートを感じるため良くなる＝安心できる

時間がかかる 成長スピードについて 成長が早くなる

変化なし ・ 悪化する＝安心できない
信頼関係について

関係性が希薄になりやすい 良好な関係性を築きやすい

孤独感・ホームシックについて

関係性について

外国人、事業者双方にとって、何をすることがお互いのプラスに繋がるのかを考え、足りないものを準備していくことが大切です。
①就業規則の多言語化（or フリガナを付ける）②既存従業員のやさしい日本語の知識習得 ③日報・交換日記 ④日本語の継続学習サポート など
●教育担当者の配置（可能であればメンターの配置も）は、必ず実施してください！

重要

・・・・・

時間が掛かる・増えない ハードルが下がる・増えるコミュニケーション頻度

準備
あり

準備
なし

対応しない場合のリスク

不安・不満の原因

外国人雇用に関して社員へ共有１

教育担当者と外国人の定期面談の設置・教育担当者と上長の定期面談の設置2

業務マニュアルやオフィスルール、用語に関する資料の準備3

同僚との交流機会の創出4

14

話を聞いて
くれない！

言うことを聞いて
くれない！

同じ事を何度も
言っているのに…

実は…

悩みは
ありますか？
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3_受入れ準備：
受入れ前の準備内容の確認・把握、準備を進める

④生活環境の準備と整備

内定
応諾後

目
的 外国人が入国後（入社後）、安心して就業できるための住環境整備

参考：【物件選定の必須条件(間取り)】
▶1人当たりの居室床面積は、技能実習生が4.5㎡、特定技能が7.5㎡です。

複数名でシェアする時も、1人当たりの面積は上記を確保する必要があります。

①【必須確認】賃貸物件の場合は、必ずオーナーさんに外国人の入居可否を確認。
②【絶対NG】アパートの賃貸費用を超えて、外国人に家賃を請求。

※注意※ 寮など自社物件の場合も同様です！
物件構造(鉄骨など)や耐用年数から家賃の適正金額を算出する必要があります。

参考資料有

住居物件選定の注意点

生活備品準備リスト

快適に生活する上で必要なものは日本人と同じ住環境を整える

NG！

在留資格ごとのルールに沿った、条件に合う物件を探す１

生活に必要な備品を揃える2

条件を満たさない場合は、受入れできない可能性や物件変更を求められる場合が
あります。必ず確認してから物件の選定を行う必要があります。

生活に必要な備品を揃える時は、分類ごとに考えると準備がしやすくなります。
［例］
■必ず準備しないといけないもの (冷蔵庫や洗濯機など)
■地域特有で必要なもの (除雪時のスコップなど)
■外国人と相談して準備するもの (テレビや自転車など)

内定者定期面談を活用して、
●外国人が準備してほしい物について
●母国から持参する物について を確認して準備しましょう。

1万円高く
家賃請求しよう

何か必要な物はありますか？

●●は、持ってきますか？

対応しない場合のリスク

不安・不満の原因

15

☑広さの条件はクリアしている？

☑外国人が住むことは大家さんが了承済み？

☑部屋の状態は事前に写真撮影した？

必ず新品で準備しないといけないことはありません。
従業員の家庭で使わなくなった物や、リサイクルショップやリユースショップなどで
準備することで、コストは抑えられます。
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内定者へ
メール送付・面談時間の
設定は【時差】に注意して
ください！

面談頻度：月1～2回
※1回あたり30分×月2回
・準備負担：低
・コミュニケーション密度：高

推奨

3_受入れ準備：
受入れ前の準備内容の確認・把握、準備を進める

⑤関係性構築：内定者定期面談の実施

内定
応諾後

目
的

入国までの待期期間を有効活用し、コミュニケーションを重ねることで、信頼関係を築く。また、入国前に外国人が
持っている事前情報と現実のギャップ解消や、習得した日本語の能力維持にも繋がる。

参考資料有

内定者定期面談資料

伝える意識と会話しやすいテーマ設定内定者定期面談の準備・進め方

面談テーマの設定・準備をするC
●相互紹介
●ギャップを最小限にするための情報の提供
(住居紹介や職場の様子等)

●専門用語の理解促進
●就業後に役立つコンテンツ
などを考える。

●敬語はなるべく使わない。 ●できる限り短く、一文に区切って話す。
●文末は「です」「ます」を使う。 ●主語を明確にして話す。 ●できる限り、標準語で話す。
●難しい漢字(漢語)は使わない。 ●ゆっくり、はっきり話す。

やさしい日本語チェックポイント

外国人が話しやすい雰囲気を作れる方がお勧めです。
・やわらかい口調で話せる方
・積極的にコミュニケーションを取ろうとする方 などが良いです。

内定者定期面談の参加者選定をするA
●就業後の教育担当者(生活担当者)になる従業員
●配属予定の部署内で働く従業員
など、頻繁に関わる従業員を参加者に含める。

就業後のスムーズな教育体制づくり

やさしい日本語を面談前に事前に確認するB
やさしい日本語を意識するだけで、外国人とのコミュニケーションがスムーズに進みます。
上手く使える使えないは気にせずに試してみることが大切です。

コミュニケーションを円滑にする

就業後スムーズに関係性を構築する

役割分担や、準備が少ないテーマ設定をすることも大切です。
準備が負担になると、従業員の面談参加へのモチベーション低下に繋がる可能性があります。

入社前のため、
業務指示となることは
※業務マニュアルを読む、

覚えるなど

注意① 注意②

参考資料：テーマや事例は資料でも確認できます。

関係性に距離が広がる 不安・不満の増大

対応しない場合のリスク
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良い事例

●各グループのミーティングで研修資料を元に異文化理解研
修を実施。
●研修後にグループ全員で感想を共有。

①全員が参加できたかを確認
②感想の内容についてまとめる
・ポジティブな感想とネガティブな感想の比率をチェック
・ネガティブな感想は詳細を確認する

①参加できていない人に対して別途日程調整をする
②ネガティブな感想について、改善方法を考える。
【例】
“記録ができるか不安”→記録が進むような仕組みを考える。
※参考：業務日報で練習させる。など

“外国人への偏見（怖いなど）”→相手を知るための工夫。
※参考：内定者定期面談への同席。など

●いつ：○月の各グループのミーティングで実施
●だれに：従業員全員
●何を：異文化理解を促進する
●どのように：異文化理解研修資料を読み、

異文化理解の感想を全員に確認をする
●なぜ：異文化理解をして入国までに従業員の不安を払拭する

4_振り返りとノウハウの蓄積：
受入れ前の計画・準備の実行と振り返り、改善を行う

入社後

計画を立てることが目的でありません！PDCAを繰り返すことでノウハウが蓄積していきます。
ノウハウが蓄積していかない限り、次のステップには進めません。課題が解決しないまま積み重なり、離職の可能性も高まります。

Ｐ LAN

計画を立てる
・いつ ・だれが(に) ・何を ・どのように
・それはなぜ必要 を具体的に考える

Ｄ O

実行する
計画で立てたことを実行する

C HECK

評価・状態確認をする
①計画に沿って実行できているか
②イメージしていた状態か確認をする

A CTION

調整・改善をする
状態確認で見えた課題の改善点
について考え、スピード感をもって
実行する

社内のコミュニケーション、浸透不足がトラブルの原因になります。予防策として“従業員の「外国人雇用」の理解”が必要です。
トラブルが起こりやすくなるPDCAの運用と、トラブルを防ぐためのPDCA運用について紹介します。

ノウハウを蓄積するPDCAを正しく回す

参考
事例

対応しない場合のリスク

信頼関係に影響

●全員に資料をプリントアウトして渡した

悪い事例

●いつ：入国の１ヵ月前くらい
●だれに：従業員全員
●何を：異文化理解研修の資料を

見てしてもらう
●どのように：資料を渡す
●なぜ：異文化理解をしてもらうため

●評価・状態確認をしない。
そのため、調整・改善ができずに
終了してしまうことがあります。
▼
入社後にトラブルが起こりやくなります。
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振り返りとノウハウの蓄積：
入国後の事例を一部紹介 ～受入れ事業者の好事例～

入社後

業務や生活面の懸念事項・要望を定期的に確認し、改善に努めている。教育担当者や配属チームの日本人従業員からも改善案や意見をヒアリングし、
対応可能なことから着手。また対応が難しい場合は代替案を検討し、外国人と相談しながら、居心地の良い環境づくりを意識して取り組んでいる。

①【就業環境改善】定期面談を通して、環境の改善にすみやかに着手

日本語力向上が業務の円滑化に不可欠と位置づけ、サポート。直近の合格者はいないが、外国人の意欲低下は見受けられない。
・教材や資料の事前準備：本の探し方や購入に戸惑う外国人も多いため。
・試験日の会場への送迎：日本語能力試験に集中できるよう、試験会場への送迎(往復2時間以上)を実施。
・語学手当を新設：日本語能力試験N3合格後に語学手当を支給(外国人独自の処遇)。

②【語学サポート・処遇改善】日本語力アップと勉強のモチベーション維持に向けたサポート

外国人の地域行事に参加したい意向を担当者が汲み取り、市で実施されている消防操作法の競技大会に担当者とペアを組んで参加。
結果としては優勝することができ、事業者と外国人の一層の関係構築にも繋がった。

③【従業員との関係構築】自衛消防隊消防操作法競技大会に法人担当者と一緒に参加して優勝

従業員が参加する地域のバドミントンクラブに外国人を誘い、地域住民との交流を促進。会話や交流を楽しむ他、スポーツを通してのストレス解消にも
繋がっている。

④【地域との関わり・ストレス解消】地域に溶け込むサポート

地域住民との関わりは積極的に持ってほしいという事業者意向から、外国人が地域イベントへの参加を希望した場合、柔軟にシフト調整して対応。
結果、地域住民との関わりを持てるだけでなく、外国人と担当者とのコミュニケーションも増え、関係性は良好。
※参加イベント：地域児童との公民館での和菓子作り体験(2月参加)や、料理教室(3月参加予定)

⑤【地域との関わり】地域イベントに外国人の参加希望がある場合、勤務シフトは柔軟に調整

事業者独自の評価シートを活用し、［安全・健康・コミュニケーション］の3指標を高いレベルで体現している外国人をリーダー登用する制度を
発案。本事業にて受入れしたフィリピン人が、今後、入社する外国人の指導役を担うリーダーとして抜擢された。

⑥【評価制度構築】外国人のリーダー登用制度

・指導共有ノート：外国人への指導内容・進捗・気になった点等を日本人従業員間で共有するためのノートを作成。
※指導状況や外国人の苦手意識などが共有でき、指導方法のすれ違いが発生しづらいため、指導体制の振り返りにも活用可能。

・交換日記：外国人と教育担当者で実施。外国人が考えや意見を伝えたり、相談するためのツールとして活用。
※指導内容が外国人に伝わっているか、何に躓いているかの把握が可能。また管理職と教育担当者のみ閲覧可能とすることで、

プライベートな相談への配慮が可能となった。

⑦【指導方法改善】不安や疎外感を取り除き、指導内容を共有化
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4_振り返りとノウハウの蓄積：
入国後の事例を一部紹介 ～発生しやすい課題～

入社後

19

下記課題の対策は該当ページの を参照

■指導、叱咤激励は“相手がどう感じるか“に配慮が必要
・身体に触れられることは恐怖に感じる。親しみを込めて身体に触れる。「頑張ってね」と腰をポンと叩く、「“お願いします”と言いなさい」と頭を下げさせるなど。
・もともと声が大きい方に対して、叱られていると思い苦手意識を持ってしまう。
■節約しないのではなく、知らない方も多い
・水道光熱費が高い▶無駄使いをしている可能性もある▶それは、“節約”について知らない、“節約”ということに触れたことがないため。
▶“節約”について詳細を教えることが必要。

①自分の当たり前で接する 対応施策：P. 4②、9①、13

■給与などの条件の変更
・対象の外国人に対して、条件変更に至った経緯など十分な説明がないまま変更書類を提示してしまい、納得できず不信感に繋がる。
■評価
・自己評価と事業者評価との乖離から、業務範囲やステップアップの個人差に不満を抱く。（自身だけ●●業務をやらせてもらえないなど）
・次のステップに進むための基準が可視化されていないので、改善点や努力すべきポイントが分からず、悩んでしまう。
■指導方法や方針
・夜勤開始時期や育成方法、スピードは法人・施設によって違うが、同僚や友人、SNSの情報と比較して不安を抱く。
・十分に任せられると一人立ちさせたら、「急に誰も教えてくれなくなった」「正しくできているのか」と不安になる。

②伝わっていない（説明不足、理解の確認不足） 対応施策：P.13

■友人に相談するだけで解決に至らず、溜め込んでしまい、仕事のモチベーションも低下、転職に至ることもある。

③社内に相談相手がいない 対応施策：P.14②④

■外国人からの相談
・事業者としての動きの遅さや共有不足から、どうなったのかが分からず不安になり、相談しても変化がないと諦め、やがて相談をしなくなる。
・相談をふまえて現場を指導する際、相談者が誰なのかを分からないような工夫をしないと、いじめなどの標的になってしまい、以降相談ができなくなる。
■教育担当者からの相談
・上席が相談に乗らないことで、抱え込んでしまい、指導に行き詰る。
・外国人の立場も分かるため、間に入って悩んでしまう。

④安心して相談できる体制がない・対応が遅い 対応施策：P.14②④、17
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◎全項目にチェックがつきましたか？大切なことは、チェックが付かなかったから、「できなかった」「わからない」
であきらめることではなく、「どうすればできるのか？」「何か別の方法はないか？」を考えることです。

□ 外国人と一緒にはたらく“覚悟”をもつ（P4）

□ 外国人を受入れる“正しい知識”を理解する（P4）

① リアリティショックの予防 ② コミュニケーションの工夫外国人の定着に向けた重要ポイント

ポイントを踏まえて確認しましょう！

受入
意思
決定

□ 事業者・地域の“リアル”と“魅力”を客観的に整理し、伝えられるようにする（P5～）

□ 面接をする外国人の“背景”を正しく理解する（P9）

□ 面接に必要な“日本語”でのコミュニケーションを理解する（P10）

□ 受入れ準備を計画・実行し、“生活と就労の体制”を作る（P12～）

□ 事前の“コミュニケーション“で関係構築と情報提供を促進する（P16）

□ “PDCA”を正しく回し、課題抽出と改善を繰り返す（P17）

□ 受入れと定着の“ノウハウ”を蓄積する（P17～）

面接
までに

内定
応諾後

入社後

異文化を理解しようとし続ける姿勢 で対応

「できる方法をみんなで一緒に考え続けましょう！」

おわりに ～ 一緒にはたらく外国人の受入れに向けたポイントチェック ～
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 24時間、365日いつでも届出できます！

毎週日曜日22時～翌日（月曜日）８時の間は、

システムメンテナンスのためサービスを停止します。

 ハローワークへの来所は不要です！

 複数の外国人についてまとめて届出できます！

 届出情報をインターネットで確認・修正できます！

LL040816外01

外国人を雇用する事業主の皆さまへ

外国人雇用状況届出書（様式第３号）による届出は

インターネットで登録できます

労働施策総合推進法に基づき、外国人を雇用する事業主には、外国人労働者

の雇入れ時と離職時に、在留資格などを、ハローワークへ届け出ることが義

務づけられています。

外国人雇用状況届出書（様式第３号）による届出は、ハローワークインター

ネットサービスの「外国人雇用状況届出システム」を利用するといつでも簡

単にできますので、ぜひご利用ください。

インターネットで届け出るメリット

以下のいずれかの方法でアクセスできます。

https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&scree

nId=001010

① インターネットで「外国人雇用状況届出システム」を検索する

② ハローワークインターネットサービス

（https://www.hellowork.mhlw.go.jp/）

→ 「事業主の方」または「事業主の方へのサービスのご案内」

→ 事業主の方へのサービス「外国人雇用状況届出について」

→ 申請等をご利用の方へ「外国人雇用状況届出」

外国人雇用状況届出システムの「操作マニュアル」は、以下のページに掲載しています。

https://www.hellowork.mhlw.go.jp/doc/gaikokujin_manual.pdf

外国人雇用状況届出システム 検索

➡ご利用方法 まずは「外国人雇用状況届出システム」へアクセス！

↓このバーナーが目印です

都道府県労働局・ハローワーク

https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&screenId=001010
https://www.hellowork.mhlw.go.jp/
https://www.hellowork.mhlw.go.jp/doc/gaikokujin_manual.pdf


「外国人雇用状況届出システム」へアクセス

https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&screenId=001010

それぞれ次画面で必要事項を入力し「同意します」をクリック

▶ 入力したメールアドレスに仮登録メールが自動送信されるので、メールが届いたら開く

▶ ユーザ情報登録画面から必要事項（パスワードの設定を含む）を入力

▶ 「ユーザ情報登録」をクリック

▶ 次画面で登録内容を確認し「確定」をクリック

▶ 本登録完了

① ②

インターネットでの届出方法（ユーザーID登録）

「ユーザID新規登録」

をクリック
①

②

①雇用保険適用事業所番号をお持ちの場合

▶「雇用保険適用事業所からのユーザID仮登録」

➁雇用保険適用事業所番号をお持ちでない場合は

▶「雇用保険非適用事業所からのユーザID仮登録」

をそれぞれクリック

https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&screenId=001010


インターネットでの届出方法（届出内容の登録）

登録したユーザIDと

パスワードを入力して

「ログイン」を

クリック

「雇用情報メニュー」

をクリック

雇用情報新規登録画面で必要事項を入力

▶「外国人雇用情報新規登録」をクリック

▶ 次画面で「確定」をクリック

▶ 登録完了

「外国人雇用情報

新規登録」をクリック

「外国人雇用状況届出システム」へアクセス

https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&screenId=001010

https://gaikokujin.hellowork.mhlw.go.jp/report/001010.do?action=initDisp&screenId=001010


外国人雇用状況届出システムよくあるご質問

雇用保険被保険者となる外国人の場合は、雇用保険被保険者資格取得届または雇用

保険被保険者資格喪失届に「国籍・地域」や「在留資格」などを記入してハロー

ワークに提出すると、外国人雇用状況の雇入れまたは離職の届出ができます。また、

e-Gov電子申請（https://www.e-gov.go.jp/）からも登録ができます。

その場合、外国人雇用状況システムからの届出は不要です。

質 問

これまでは外国人雇用状況届出書（様式第３号）の届出用紙を利用してハローワークで

届出を行っていました。今後はインターネットでの届出に変更したいです。

必要な手続きはありますか。

回 答

これまでに、外国人雇用状況届出書（様式第３号）、雇用保険被保険者資格取得届（様

式第２号）、雇用保険被保険者資格喪失届（様式第４号）の届出用紙を使って、一度

でもハローワークに外国人雇用状況の届出を行ったことのある事業主の方は、インター

ネット上からユーザIDとパスワードを取得することはできません。

お手数ですが、事業所を管轄するハローワークまでお問い合せください。

質 問

ユーザ ID、パスワード、メールアドレスがわからなくなりました。

回 答

管轄のハローワークまでお問い合わせください。

ハローワークで登録状況を確認します。

１ 申請方法について

２ ログイン情報の管理

質 問

社会保険労務士がインターネットで届出を行う場合の注意点について教えてください。

回 答

社会保険労務士の方も、事業主の方と同様に、インターネット上からユーザIDとパス

ワードを取得できます。登録時の担当者氏名欄に「社会保険労務士 ○○○○」と社会

保険労務士の名称を冠して氏名を記載してください。

３ 社会保険労務士による届出

https://www.e-gov.go.jp/










監理団体・実習実施者の皆様へ 大切なおしらせ

妊娠を理由に技能実習を一方的に終了することはできません
・妊娠、出産等を理由とした解雇や不利益取扱いは法律で禁止されています。
・送出機関が技能実習生との間で、妊娠等を理由として帰国することを約束する
ことは許されません。
・技能実習生から妊娠を伝えられた場合には、監理団体・実習実施者は技能実習
生と話し合い、技能実習生の希望も踏まえて必要な対応をしてください。

技能実習生の妊娠が分かったら
○技能実習生は妊娠に戸惑い、技能実習を続けられるかなど大きな不安を抱えてい
ます。監理団体・実習実施者は、技能実習生向けリーフレットを渡し、技能実習
をやめる必要はないことや、妊娠・出産についての支援制度を説明するとともに
妊娠中・出産後の技能実習生に対して必要な措置を講じてください。

○監理団体・実習実施者は、技能実習生の定期的な病院受診や市町村での手続（母
子健康手帳の交付等）を支援し、安心して妊娠に向き合える環境の整備に努めて
ください。

出入国在留管理庁・厚生労働省・外国人技能実習機構

☑ 実習実施者は、妊娠中・出産後の技能実習生を、重量物を取り扱う業務、有害ガスを発
散する場所等に就かせることはできません。また、妊娠中・出産後の技能実習生から請
求があれば、時間外労働や休日労働、深夜労働をさせることはできません。

☑ 実習実施者は、技能実習生が妊産婦のための保健指導や健康診査を受けるために必要な

時間を確保しなければなりません。
☑ 実習実施者は、技能実習生が医師等から、妊娠中に通勤緩和や休憩の取得等に関する指

導を、妊娠中や出産後に作業制限や勤務時間の短縮、休業等の指導を受けた場合は、こ
れらの措置を講じる必要があります。

☑ 監理団体・実習実施者は、上記対応によって、技能実習計画で定めた作業内容等の変更

が必要となる場合は、外国人技能実習機構へ相談してください。

＜妊娠中・出産後の技能実習生に配慮が必要なこと＞

技能実習生と話し合っていただきたいこと
○監理団体・実習実施者は、技能実習を最後まで行えることを説明した上で、技能
実習の継続意思や、日本での出産を希望するかを確認してください。

○技能実習生が帰国を希望する場合には、「妊娠等に関連した技能実習期間満了前
の帰国についての申告書」（技能実習制度運用要領参考様式１ー42号）を活用しつつ、実
習の再開の時期や手続等について、技能実習生に説明し、技能実習を終期まで円
滑に行えるよう努めてください。

LL050403開海01

○技能実習生が実習終了を希望する場合は、円滑な帰国のために必要な措置を講じ
る必要があり、技能実習生に負担させることは禁じられています。

○技能実習を中断又は中止することとなった場合には外国人技能実習機構に技能実
習困難時届出書を提出してください。（同届出書を提出した場合であっても、技
能実習計画の変更認定申請により、実習を再開することができます。）



大切なおしらせ

～各制度の問い合わせ先は、以下のとおり～
厚生年金について➡年金事務所 育児休業について
国民年金について➡年金事務所又は市区町村 産前産後休業について
健康保険について➡加入先の医療保険者
（協会けんぽ加入者の保険料免除については年金事務所）
国民健康保険について➡市区町村 在留資格について➡入管庁

問い合わせ先:外国人技能実習機構（TEL:０３－３４５３－８０００）

出入国在留管理庁・厚生労働省・外国人技能実習機構

☑出産に際し日本で受けられる各種支援制度のほか、出産する病院の選択
や入院手続、入院中必要な物や書類の用意など、技能実習生に必要な支
援をするよう努めてください。

☑技能実習生が産前産後休業（※）を取得する場合は、技能実習の一時中断と
なるため、外国人技能実習機構に技能実習実施困難時届を提出する必要があ
ります。また、在留資格の手続きについては、地方出入国在留管理局へ相談
してください。

（※）産前産後休業
実習実施者は、産前は出産予定日の６週間前から、産後は原則として８週間、女性の技能実習生
を就業させることはできません。

☑技能実習生に、育児休業制度の利用可否について説明し、取得希望を確認し
てください。一定の要件を満たした技能実習生から、育児休業の申出があっ
た場合は、育児休業を取得させなければなりません。

☑お子さんの出生に係る届出等手続については、市町村や、在日大使館に確認
するなどし、在留資格の取得手続きについては、地方出入国在留管理局に相
談し、技能実習生に必要な支援をするよう努めてください。

技能実習生が日本で出産する場合の留意点

育児休業は、「子どもが１歳６か月に達する日までに労働契約が満了することが明ら
かでない者」が対象となります。
※労働契約の満了の時点は、在留期限ではなく、技能実習生の残りの技能実習期間や、
次段階（第２号又は第３号）の技能実習を予定しているかで判断してください。
※育児休業給付金は、在留資格にかかわらず支給されます。

【出産に伴う手当等の支援制度】
・健康保険や国民健康保険の加入者が出産したときは、出産育児一時金が支給されます。
また、健康保険の被保険者が出産のため会社を休み、その間に給与の支払いを受けら
れなかったときは、出産手当金が支給されます。これらの給付は、国籍や出産の場所
等に関わらず、受けることができます。
・健康保険と厚生年金については、産前産後・育児休業期間中の保険料が免除されます
（健康保険組合又は年金事務所で手続が必要です。）。また、国民年金については、
産前産後期間の保険料が免除されます（市区町村または年金事務所で手続が必要です。

労働局



厚生労働省・都道府県労働局 LL040523需01

しごと さが さ

仕事探しのトラブルを避けるために
てきせい かいしゃ えら

適正な会社を選びましょう！

仕事を探している外国人に、仕事を紹介し、お金を要求する問題が起きています。

仕事を探すときは、ハローワークや適正な会社を選びましょう。

しごと さが がいこくじん がいこくじんりゅうがくせい

仕事を探している外国人・外国人留学生のみなさまへ

相談先はこちら
・こちらは国の機関です

・安心して電話下さい

・秘密は守ります

しごと さが がいこくじん しごと しょうかい かね ようきゅう もんだい お

しごと さが てきせい かいしゃ えら

そうだんさき

こうせいろうどうしょう とどうふけんろうどうきょく

１ 仕事の紹介に、お金を要求されていませんか？

仕事を紹介してもらうためや、働くためにお金を払う必要

はありません。払った場合、証拠は保管しましょう。

しごと しょうかい かね ようきゅう

しごと しょうかい はたら かね はら ひつよう

２ 許可をもっているか、確認できる会社ですか？

仕事の紹介（職業紹介）をするためには、許可が必要です。

許可番号を確認しメモしておきましょう。

きょか かくにん かいしゃ

しごと しょうかい しょくぎょうしょうかい きょか ひつよう

きょか ばんごう かくにん

３ 働く条件をきちんと教えてもらっていますか？

仕事の内容や給料、働く場所など求人の条件は書面などで

示すことになっていますので、必ず確認し保管しましょう。

はたら じょうけん おし

しごと ないよう きゅうりょう はたら ばしょ きゅうじん じょうけん しょめん

人材サービス総合サイト

パンフレット

● 許可・届出については「人材サービス総合サイト」で確認できます。

● より詳しい内容は、厚生労働省ホームページの求職者の皆さま向け

パンフレットをご覧ください。

きょか とどけで じんざい そうごう かくにん

くわ ないよう こうせいろうどうしょう きゅうしょくしゃ みな む

らん

はら ばあい しょうこ ほかん

しめ かなら かくにん ほかん

くに きかん

あんしん でんわ

ひみつ まも

都道府県労働局 需給調整事業課室
とどうふけんろうどうきょく

うけつけじかん

受付時間：8:30～17:15

じゅきゅうちょうせいじぎょうかしつ

でんわばんごう うらめん み

電話番号は裏面を見てください。



011-738-1015 077-526-8617

017-721-2000 075-241-3225

019-604-3004 06-4790-6319

022-292-6071 078-367-0831

018-883-0007 0742-88-0245

023-676-4618 073-488-1160

024-529-5746 0857-29-1707

029-224-6239 0852-20-7017

028-610-3556 086-801-5110

027-210-5105 082-511-1066

048-600-6211 083-995-0385

043-221-5500 088-611-5386

03-3452-1474 087-806-0010

045-650-2810 089-943-5833

025-288-3510 088-885-6051

076-432-2718 092-434-9711

076-265-4435 0952-32-7219

0776-26-8617 095-801-0045

055-225-2862 096-211-1731

026-226-0864 097-535-2095

058-245-1312 0985-38-8823

054-271-9980 099-803-7111

052-685-2555 098-868-1637

059-226-2165
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労働者調査

事業所調査

外国人労働者を雇用する事業主の皆さまへ

雇用保険被保険者5人以上で外国人労働者を1人以上雇用する事業所から抽出した

約１万事業所とその事業所に雇用される外国人常用労働者（１事業所あたり最大

10人）が対象となります。

調査の対象

調査は民間調査機関に委託し、調査票等の書類を調査対象事業所に郵送します。

インターネット、または郵送でご回答ください。

労働者調査票は事業所調査票とまとめて事業所へ郵送するため、調査対象労働者

へ調査票をお渡しください。なお、労働者調査は５か国語（やさしい日本語、

英語、中国語、ベトナム語、ポルトガル語）で回答可能です。

調査の概要

調査の方法

主な調査事項

2023年秋ごろから外国人労働者を対象とした

外国人雇用
実態調査が始まります

2023年9月30日時点での状況をご回答ください

 事業所の属性情報

 雇用する労働者の属性情報、雇用状況

 労働者の属性情報

 労働者の入職経路

事業内容、在留資格別常用労働者数など

年齢、最終学歴、在留資格、雇用形態、就業形態、勤続年数、役職、職種、労働日数、
労働時間、賃金など

職種、在留資格、出生地、学歴、母語、日本語能力 など

入職前居住地、入職経路、入国までに要した費用・期間など
など
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出典：「外国人雇用状況の届出状況」（各年10月末現在）

日本で働く外国人労働者の数は、過去10年間

で約３倍となるなど、急激に増えており、様々

な分野で多様な技能を持つ外国人労働者が活躍

しています。

そうした中、既存統計では把握できない外国人

労働者の雇用管理や入職経路等の実態の把握が

必要となっています。
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３倍

調査で得た情報は、統計を作成するためだけに使用します。

税金の徴収や、労働局の指導など、統計以外の目的で使われることはありません。

お問い合わせ先

外国人雇用実態調査事務局

gai-koyojittai@mhlw.go.jp

外国人労働者の雇用形態、賃金等の雇用管理の状況、入職経路や前職に関する

事項等を調査するものです。

外国人労働者の雇用実態等を明らかにし、外国人雇用に関する施策の基礎資料

とするために、統計法（平成19年法律第53号）に基づく一般統計調査として

実施します。

初回となる今回は2023年秋頃実施予定で、2023年9月30日時点の状況をお尋ね

します。

外国人雇用実態調査とは

外国人雇用実態調査について

外国人労働者の状況

外国人労働者数は約182万人

事業者の皆さまへ

調査へのご理解、ご協力をお願いします。


